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第１章 策定及び見直しにあたって 

 

１ 策定の背景 

 

（１）国 内 外 の動 き  

人 権 とは、誰 もが生 まれながらにして持 っている自 分 らしく生 きる権 利 で、個 人

の尊 厳 に基 づく、誰 からも侵 されることのない固 有 の権 利 であり、すべての人 々が

個 人 としての生 存 と自 由 を確 保 し、幸 福 を追 求 するために等 しく保 障 される権 利 で

す。 

２０世 紀 は、最 大 の人 権 侵 害 である戦 争 が２度 も世 界 大 戦 という形 で起 こり、これ

までにない不 幸 を人 々にもたらしました。世 界 平 和 の願 いから国 際 連 合 （国 連 ）は、

昭 和 ２３（１９４８）年 の第 ３回 総 会 において、「世 界 人 権 宣 言 」を採 択 しました。国 連 の

「世 界 人 権 宣 言 」は、「すべての人 間 は、生 まれながらにして自 由 であり、かつ、尊 厳 と

権 利 とについて平 等 である。人 間 は、理 性 と良 心 とを授 けられており、互 いに同 胞 の

精 神 をもって行 動 しなければならない」（第 １条 ）と定 めています。また、１９９５年 から

２００４年 までの１０年 間 を「人 権 教 育 のための国 連 １０年 」に定 め、積 極 的 に人 権 教

育 に取 り組 むよう各 国 に求 めました。その成 果 と問 題 点 を踏 まえ平 成 １６（２００４）年

「人 権 教 育 のための世 界 計 画 」が決 議 されました。さらに平 成 ２７（２０１５）年 には２０

１６年 から２０３０年 の間 に達 成 を目 指 す国 際 目 標 として SDGs（持 続 可 能 な開 発 目

標 ）が全 会 一 致 で採 択 されています。 

一 方 、我 が国 では、国 民 主 権 、平 和 主 義 、基 本 的 人 権 の尊 重 を柱 とした「日 本 国

憲 法 」が昭 和 ２２（１９４７）年 ５月 ３日 に施 行 されました。憲 法 では、「国 民 は、すべて

の基 本 的 人 権 の享 有 を妨 げられない。この憲 法 が国 民 に保 障 する基 本 的 人 権 は、侵

すことのできない永 久 の権 利 として、現 在 及 び将 来 の国 民 に与 へられる」（第 １１条 ）、

「すべて国 民 は、法 の下 に平 等 であって、人 種 、信 条 、性 別 、社 会 的 身 分 又 は門 地 に

より、政 治 的 、経 済 的 又 は社 会 的 関 係 において、差 別 されない」（第 １４条 ）を定 めて

います。 

国 における人 権 意 識 の向 上 を図 るための施 策 の推 進 については、平 成 １２（２０００）

年 施 行 の「人 権 教 育 及 び人 権 啓 発 の推 進 に関 する法 律 ( * 1)」（以 下 「人 権 教 育 ・啓 発

推 進 法 」という。）において人 権 施 策 の推 進 にあたっての国 、地 方 公 共 団 体 の責 務 が

示 され、国 においては「人 権 教 育 ・啓 発 に関 する基 本 計 画 」が平 成 １４（２００２）年 に

策 定 されています。 

                                                                              用語解説 
(*1)人権教育及び人権啓発に関する施策を推進し、人権の擁護を図るために制定された法律。 
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（２）策 定 の経 過  

「岡 山 市 人 権 教 育 及 び人 権 啓 発 に関 する基 本 計 画 」（以 下 「基 本 計 画 」という。）

（平 成 １５（２００３）年 ６月 策 定 ）  

国 の「人 権 教 育 ・啓 発 推 進 法 」第 ５条 「地 方 公 共 団 体 は、基 本 理 念 にのっとり、国

との連 携 を図 りつつ、その地 域 の実 情 を踏 まえ、人 権 教 育 及 び啓 発 に関 する施 策 を

策 定 し、及 び実 施 する責 務 を有 する」に基 づき、本 市 のあらゆる事 案 について人 権 尊

重 の視 点 をもって推 進 するための基 本 姿 勢 を示 し、市 民 一 人 ひとりが人 権 尊 重 につ

いて理 解 を深 め、人 権 教 育 ・啓 発 の取 り組 みを総 合 的 かつ計 画 的 に進 めるため、「基

本 計 画 」を策 定 しました。 

 

（３）見直しの経過 

①「（１次 改 訂 ）基 本 計 画 」（令 和 ３（２０２１）年 ３月 策 定 ）  

平 成 １５（２００３）年 度 より「基 本 計 画 」に基 づき、様 々な取 組 を実 施 してきました

が、新 型 コロナウイルス感 染 拡 大 に伴 う感 染 者 やエッセンシャルワーカー ( * 2)への誹

謗 中 傷 、また、インターネット上 での誹 謗 中 傷 も深 刻 化 するなど、新 たな人 権 課 題 が

顕 在 化 し、複 雑 ・多 様 化 してきたことから、それらへの取 組 や PDCA サイクルによる

本 計 画 の効 率 的 な推 進 についてを盛 り込 んだ「（改 訂 ）基 本 計 画 」を策 定 しました。 

 

②「（２次 改 訂 ）基 本 計 画 」（令 和 ７（２０２５）年 ３月 策 定 ）  

（改 訂 ）基 本 計 画 を受 け、継 続 して、人 権 教 育 ・啓 発 に関 する取 組 を総 合 的 かつ

計 画 的 に進 めていますが、令 和 ５年 度 実 施 の「人 権 問 題 に関 する市 民 意 識 調 査 （以

下 市 民 意 識 調 査 という。）結 果 」や社 会 情 勢 の変 化 、人 権 問 題 に関 する法 制 化 の動

きや国 などの取 組 、複 雑 化 ・多 様 化 する人 権 課 題 に対 応 するため一 部 見 直 しを行

いました。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                              用語解説 
(*2)エッセンシャルワーカーとは、人々が日常生活を送るために欠かせない仕事を担っている人のこ

とです。主に医療・福祉、農業、小売・販売、通信、公共交通機関など、社会生活を支える仕事を

している方々のことをいいます。 
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２ 岡山市におけるこれまでの取組と課題  

 

 岡 山 市 では、「渋 染 一 揆 」や「岡 山 県 水 平 社 」における先 人 の活 動 に加 え、日 本 初 の

女 性 結 社 「岡 山 女 子 懇 親 会 」の設 立 、わが国 初 の本 格 的 孤 児 院 「岡 山 孤 児 院 」、点 字

ブロック発 祥 の地 となるなど、これまで、人 権 にかかわる様 々な先 進 的 取 組 が行 われ

てきました。 

 こうした岡 山 の歴 史 を踏 まえ、本 市 では、平 成 １３年 に「岡 山 市 くらしやすい福 祉 の

まちづくり条 例 」を制 定 し、すべての市 民 が、人 権 を尊 重 され、暮 らしやすさを実 感 で

きるまちづくりを目 指 すこととしました。 

その後 、平 成 １５年 に人 権 教 育 ・啓 発 の推 進 を図 るため、「基 本 計 画 」を策 定 し、都

度 改 訂 を行 いながら市 民 一 人 ひとりが、すべての人 権 課 題 が自 分 と無 関 係 ではなく、

自 分 自 身 に関 わる問 題 であることに気 づき、自 らの課 題 として行 動 に移 せることを

基 本 目 標 に人 権 施 策 を行 ってきました。これまで、女 性 、こども、高 齢 者 、障 害 者 、同

和 問 題 、外 国 人 市 民 などの様 々な差 別 や偏 見 の解 消 を目 指 した講 演 会 や研 修 会 な

どを定 期 的 に開 催 し、また、社 会 全 体 で人 権 を尊 重 し合 い、一 人 ひとりの主 体 的 な

行 動 に結 びつけられるよう、学 校 や事 業 者 が実 施 する人 権 研 修 への講 師 派 遣 を行 う

など、人 権 意 識 の高 揚 に努 めています。 

また、平 成 ２８年 度 に策 定 した岡 山 市 第 六 次 総 合 計 画 ( * 3)では、さらなる人 権 意 識

の高 揚 を図 るため、「誰 もが個 性 と能 力 を発 揮 できる人 権 尊 重 の社 会 づくり」を目 標

にしています。また、平 成 ３０年 度 に策 定 した岡 山 市 ユニバーサルデザイン・共 生 社 会

推 進 基 本 方 針 では、誰 もが暮 らしやすい地 域 社 会 の実 現 を目 指 しています。これらの

目 標 を達 成 するため、国 をはじめとする関 係 機 関 ・団 体 等 との連 携 を強 化 し、啓 発 活

動 を推 進 するとともに、市 民 との協 働 により、複 雑 化 ・多 様 化 する人 権 課 題 の解 決 に

向 けさらなる取 組 を進 め、効 果 的 な人 権 施 策 の実 施 に努 めることとしています。 

その他 、人 権 課 題 に対 する市 民 の意 識 について、現 状 を把 握 し、今 後 の人 権 行 政

を推 進 していくため、平 成 １５年 から５年 ごとに「市 民 意 識 調 査 」を実 施 しています。

令 和 ５年 度 に実 施 した調 査 では、「基 本 的 人 権 は侵 すことのできない永 久 の権 利 とし

て、憲 法 で保 障 されていることを知 っていますか。」に対 し、およそ９割 が「知 っている」

と答 えています。また、人 権 課 題 に関 する言 葉 の認 知 度 については、「バリアフリー」

や「ハラスメント」に関 するものは８０％以 上 の人 が知 っていると答 えており、また、す

べての項 目 において前 回 の平 成 ３０年 度 調 査 を上 回 るなど、人 権 に関 する知 識 とし

                                                                              用語解説 
(*3)「総合計画」は、市の都市づくりを総合的・計画的に進めていくための最も重要な指針です。「第

六次総合計画」では、「長期構想」の期間を平成２８年度から令和７年度までの１０年間とし、「都

市づくりの基本方向」の一つとして「理解を深め合い、ともに築く市民主体のまちづくり」を掲げ

ています。 
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ての認 識 が深 まってきていることが明 らかになりました。一 方 で「過 去 ５～６年 の間 に、

日 本 で人 権 が侵 害 されるようなことは、次 第 に少 なくなってきたと思 われますか、あ

まり変 わらないと思 われますか、それとも次 第 に多 くなってきたと思 われますか。」に

対 しては、「あまり変 わらない」という回 答 が４３％と最 も多 いものの、多 くなってきた

との回 答 が、２６．１％となり、前 回 調 査 から６．８％増 加 する結 果 となっています。ＬＧ

ＢＴQ ( * 4)など性 的 マイノリティへの差 別 や偏 見 、カスタマーハラスメントやヤングケアラ

ーといった課 題 、スマートフォン等 の普 及 に伴 い増 加 しているインターネット上 での人

権 侵 害 、特 にＳＮＳ上 でのいじめや誹 謗 中 傷 などの問 題 も顕 在 化 するなど人 権 課 題

が複 雑 化 ・多 様 化 してきています。そのため、さらなる人 権 教 育 ・啓 発 を推 進 していく

ために、幅 広 い視 点 でテーマを取 り扱 うことが必 要 となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                              用語解説 
(*4)レズビアン（Lesbian）のＬ、ゲイ（Gay）のＧ、バイセクシャル（Bisexual）のＢ、トランスジェンダー

（Transgender）のＴ、クエスチョニング（Questioning）の Q の頭文字をとった略称。性的マイ

ノリティを表す言葉の一つとして使われています。 
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第２章 基本的な考え方  

 

１ 基本理念  

 

人 権 教 育 とは「人 権 尊 重 の精 神 の涵 養
か ん よ う

（時 間 をかけて、ていねいに養 うこと）を目

的 とする教 育 活 動 」であり、人 権 啓 発 とは「国 民 の間 に人 権 尊 重 の理 念 を普 及 させ、

及 びそれに対 する国 民 の理 解 を深 めることを目 的 とする広 報 その他 の啓 発 活 動 」を

表 しており、本 市 が行 う人 権 教 育 ・啓 発 はそれぞれの発 達 段 階 に応 じ、人 権 尊 重 の

理 念 に対 する理 解 を深 め、これを身 につけることができるよう、多 様 な機 会 の提 供 、

効 果 的 な手 法 の採 用 、市 民 の自 主 性 の尊 重 及 び実 施 機 関 の中 立 性 の確 保 を旨 とし

て行 うことが求 められます。 

「差 別 」を生 まない、生 みにくい環 境 を整 えるため、国 籍 や人 種 、宗 教 、性 別 、年 齢 、

障 害 の有 無 、価 値 観 などにかかわらず、一 人 ひとりがお互 いを尊 重 し、認 め合 い、活

かし合 う多 様 性 （ダイバーシティ）の尊 重 や社 会 的 包 摂 （ソーシャル・インクルージョン）

についての意 識 を醸 成 することが必 要 です。 

一 方 、これまで「人 権 を侵 害 された人 に対 する救 済 や支 援 」の取 り組 みが中 心 でし

たが、「人 権 を侵 害 した人 に対 する対 処 や支 援 」また、家 族 ・学 校 ・地 域 社 会 など、周

囲 にいる人 の人 権 に対 する理 解 を進 めるといった観 点 も必 要 なことから、人 権 侵 害

が起 きた場 合 、自 分 には関 係 ないとするのではなく、人 権 問 題 は身 近 な場 所 や日 常

生 活 の中 に存 在 する問 題 と捉 え、人 権 侵 害 を起 こさない行 動 や態 度 に結 び付 けてい

くことも重 要 です。 

令和５年度に実施した市民意識調査では、約７人に１人が人権侵害を受けたと感じてお

り、依然として様々な人権課題が存在しています。平 成 ２８年 度 策 定 の岡 山 市 第 六 次 総

合 計 画 では、都 市 づくりの基 本 方 向 の一 つとして「理 解 を深 め合 い、ともに築 く市 民

主 体 のまちづくり」を掲 げ、誰 もが個 人 として等 しく尊 重 され、個 性 と能 力 を発 揮 す

ることができる社 会 の実 現 を目 標 としています。そのためには、市 民 一 人 ひとりが人

権 問 題 に関 心 をもち、自 らの課 題 として、人 権 尊 重 についての理 解 と認 識 を深 め主

体 的 に行 動 することが重 要 です。 

この「基 本 計 画 」は、岡 山 市 第 六 次 総 合 計 画 を踏 まえ、下 記 の三 つの社 会 を実 現

することを基 本 理 念 としています。 

 

（１）一 人 ひとりが個 人 として尊 重 される社 会  

 人 権 とは、誰 もが生 まれながらにしてもっている固 有 のものであり、人 間 が人 間 らし
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く生 きていく基 本 的 な権 利 です。個 人 の尊 厳 が尊 重 され、誰 からも差 別 や偏 見 、暴

力 などを受 けず、安 全 に安 心 して生 きていける社 会 の実 現 を目 指 します。 

 

（２）一 人 ひとりが個 性 や能 力 を十 分 に発 揮 する機 会 を保 障 される社 会  

 すべての人 は平 等 であって、性 別 、年 齢 、国 籍 、障 害 の有 無 、社 会 的 身 分 、門 地 、人

種 、信 条 などによって不 当 に差 別 されてはなりません。誰 もが、一 人 ひとりの個 性 や

能 力 、可 能 性 を十 分 に発 揮 する機 会 を保 障 され、希 望 をもって暮 らすことができる

社 会 の実 現 を目 指 します。 

 

（３）違 いを認 め合 い、多 様 性 が尊 重 される社 会  

 社 会 は、個 性 や価 値 観 など多 様 性 のある様 々な人 々で成 り立 っています。人 権 が

尊 重 された社 会 を実 現 するためには、すべての人 が、互 いに違 いを受 け入 れ、多 様 な

文 化 や価 値 観 を尊 重 することが必 要 です。一 人 ひとりの違 いを認 め合 い、多 様 性 を

尊 重 し、ともに支 えあう社 会 の実 現 を目 指 します。 

 

２ 基本事項  

 

（１）基 本 計 画 の性 格  

「人 権 教 育 ・啓 発 推 進 法 」第 ５条 には、「地 方 公 共 団 体 は、基 本 理 念 にのっとり、国

との連 携 を図 りつつ、その地 域 の実 情 を踏 まえ、人 権 教 育 及 び人 権 啓 発 に関 する施

策 を策 定 し、及 び実 施 する責 務 を有 する。」と地 方 自 治 体 の責 務 が記 載 されています。

本 計 画 は、この責 務 を果 たすため、本 市 が人 権 教 育 ・啓 発 を推 進 するうえでの基 本

的 な考 え方 を示 し、人 権 尊 重 の視 点 をもって取 り組 むべき施 策 の全 体 像 を明 らかに

したものです。基 本 計 画 の推 進 にあたっては、第 ４章 に掲 げる分 野 別 施 策 の取 組 の

施 策 の方 向 性 に基 づき、分 野 ごとに策 定 された個 別 計 画 との連 携 を図 りながら、全

庁 的 に総 合 的 ・計 画 的 に取 り組 みます。 

 

（２）基 本 計 画 の期 間  

本 市 は、「人 権 教 育 ・啓 発 推 進 法 」第 ５条 の規 定 により、平 成 １５年 に本 基 本 計 画

を策 定 しました。今 後 も、５年 毎 に実 施 している市 民 意 識 調 査 の結 果 や社 会 経 済 状

況 の変 化 、計 画 の取 組 状 況 などにより、新 たに盛 り込 むべき事 項 が生 じた場 合 は、

必 要 に応 じて見 直 すものとします。 
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（３）人 権 教 育 ・啓 発 推 進 の視 点  

人 権 教 育 ・啓 発 の推 進 にあたっては、分 野 別 等 の個 別 的 な視 点 からのアプローチ

とともに、基 本 的 人 権 、法 の下 の平 等 などの普 遍 的 な視 点 からのアプローチが重 要

であり、市 民 の人 権 意 識 の高 揚 を図 るため、二 つのアプローチに留 意 しながら、総 合

的 な人 権 教 育 ・啓 発 を推 進 する必 要 があります。 

人 権 課 題 は、複 雑 化 ・多 様 化 が進 み、ＬＧＢＴQ など性 的 マイノリティへの差 別 や偏

見 をはじめ、近 年 では社 会 問 題 化 しているパワーハラスメントやセクシュアル・ハラス

メントに加 えカスタマーハラスメントといった新 たなハラスメントの問 題 も生 じていま

す。また、特定の民族や国籍等に属する、個人や集団に対するヘイトスピーチ(*5)や SNS を

はじめとしたインターネット上 でのいじめや誹 謗 中 傷 の問 題 など、より直 接 的 な人 権

侵 害 の事 象 が顕 在 化 してきています。このようななか、誰 もが個 人 として等 しく尊 重

され、個 性 と能 力 を発 揮 することができる社 会 を実 現 するためには、市 民 一 人 ひとり

が人 権 問 題 に関 心 をもち、自 らの課 題 として人 権 尊 重 についての理 解 と認 識 を深 め、

主 体 的 に行 動 することが重 要 です。さらに、児 童 虐 待 、いじめ、ＤＶ（ドメスティック・

バイオレンス）、ＳＮＳ上 での心 ない誹 謗 中 傷 などにより、尊 い命 が奪 われる事 案 が発

生 しています。このようなあってはならない人 権 侵 害 事 案 に対 しては、行 政 だけの人

権 教 育 ・啓 発 では限 界 があり、社 会 全 体 で取 り組 むことが必 要 であるとともに被 害

者 が守 られるべくその対 処 方 法 を周 知 しておくことも重 要 です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                              用語解説 
(*5)人種、国籍、宗教、性別、性的指向、障害などの特定の属性を有することを理由に、ある個人や

集団をおとしめたり、暴力や誹謗中傷、差別的な行為を扇動したりするような言動を指します。 
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第３章 推進に関する基本的方針  

 

１ 様々な場における人権教育・啓発の支援  

 

 人 権 という普 遍 的 文 化 を構 築 するためには、すべての市 民 が日 常 生 活 における

様 々な人 権 問 題 についての正 しい理 解 と認 識 を深 めていくことが大 切 です。 

このような観 点 から、学 校 、家 庭 、地 域 、職 場 等 あらゆる場 において、幅 広 い年 齢

層 の方 々が参 加 できるよう、人 権 教 育 ・啓 発 を推 進 します。 

社 会 全 体 で人 権 を尊 重 し合 う意 識 の高 揚 を図 り、市 民 一 人 ひとりの人 権 意 識 に

根 ざした人 権 感 覚 が主 体 的 な態 度 や行 動 に結 びづけられるような学 習 を進 めます。 

 

（１）市 職 員 に対 する人 権 教 育 ・研 修  

市 政 は市 民 生 活 と深 い関 わりがあり、市 職 員 は人 権 侵 害 をしない、させないの両

方 の立 場 に立 ち施 策 を進 めていく必 要 があります。市 民 の目 線 に立 った行 政 施 策 を

実 施 するにあたり、基 本 理 念 を実 現 するためには、人 権 尊 重 という視 点 は必 要 不 可

欠 です。また、ＳＤＧｓ（持 続 可 能 な開 発 目 標 ）に掲 げる「誰 一 人 取 り残 さない」という

視 点 も重 要 です。さらに、すべての職 員 が人 権 問 題 を正 しく理 解 し、自 分 の課 題 とし

て捉 え、それぞれの分 野 においてその解 決 に向 けて取 り組 むことが重 要 です。 

市 職 員 は、すべての業 務 が市 民 の基 本 的 人 権 に関 係 しているという認 識 をもち、

人 権 尊 重 の理 念 を十 分 に理 解 して、業 務 を行 う必 要 があり、業 務 遂 行 のあらゆる場

面 で、人 権 について自 ら考 え、行 動 できるようにするための研 修 を行 うことが必 要 で

す。 

岡 山 市 では、新 任 者 から管 理 職 まで年 齢 や役 職 に応 じた研 修 を行 っていますが、

その中 で人 権 尊 重 の理 念 にもとづき、上 記 の趣 旨 を踏 まえ、具 体 的 に職 務 遂 行 の中

で活 かせる人 権 研 修 を必 須 事 項 として毎 年 度 実 施 します。 

加 えて、本 市 の人 権 施 策 を総 合 的 かつ効 果 的 に推 進 するため、各 局 区 室 主 管 課 に

「人 権 啓 発 推 進 員 (* 6)」を、課 相 当 の全 職 場 に「人 権 啓 発 推 進 協 力 員 (* 7)」を配 置 し、

市 が行 うすべての事 務 事 業 を人 権 の視 点 から点 検 し、改 善 を行 います。このために

                                                                              用語解説 
(*6)(*７)本市の人権施策を総合的かつ効果的に推進するために、岡山市人権施策推進本部を設置し

ています。この推進本部に属する事務のうち、人権施策に関する具体的事項について調査・検討

するとともに、各区局室における人権施策を推進することを目的として、各区局室主管課に人

権啓発推進員を配置し、各課等の人権施策を推進することを目的として、課相当のすべての職

場に人権啓発推進協力員を配置しています。 
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必 要 な知 識 ・意 識 の向 上 を目 的 として、「人 権 啓 発 推 進 員 」、「人 権 啓 発 推 進 協 力 員 」

を対 象 に、様 々な人 権 課 題 についての研 修 を実 施 します。 

 

（２）学 校 園 における人 権 教 育 の推 進  

学 校 園 においては、正 しい知 識 と望 ましい人 権 感 覚 に基 づいて、自 他 の人 権 を守

ろうとする意 識 や意 欲 をもったこどもを育 成 するため、人 権 教 育 担 当 者 を配 置 し、人

権 教 育 の充 実 を図 ります。「人 権 教 育 の指 導 法 等 の在 り方 について〔第 三 次 とりまと

め〕」に基 づき、岡 山 型 一 貫 教 育 のなかでの就 学 前 と小 ・中 ・義 務 教 育 学 校 との連 携

のなかで、幼 児 ・児 童 生 徒 の発 達 段 階 に応 じ、保 育 や教 科 等 の指 導 、生 徒 指 導 、学

級 経 営 など教 育 活 動 全 体 を通 じて、人 権 尊 重 の精 神 に立 った学 習 活 動 、人 間 関 係

づくり、教 育 環 境 づくりに取 り組 みます。 

就 学 前 施 設 においては、乳 幼 児 期 が豊 かな人 間 性 を育 てる重 要 な時 期 であると

の認 識 に立 ち、人 権 尊 重 の精 神 の芽 生 えを促 し、これを感 性 として育 みます。 

岡 山 市 立 学 校 においては、教 科 等 のねらいや特 質 に応 じて、人 権 教 育 を教 育 課 程

に適 切 に位 置 づけ、児 童 生 徒 が人 権 課 題 の解 決 を自 らの課 題 とし、主 体 的 に解 決 に

向 けて取 り組 む実 践 力 や行 動 力 を育 成 します。 

また、教 育 活 動 全 体 を通 じて、他 の人 の考 えや気 持 ちを想 像 する力 や共 感 的 に理

解 する力 、表 現 力 、コミュニケーション能 力 、人 間 関 係 を調 整 する能 力 等 を培 います。

取 組 を進 めるにあたっては、学 校 園 間 や家 庭 、地 域 との連 携 を図 ります。 

学 校 園 における人 権 教 育 の成 果 は、幼 児 ・児 童 生 徒 の保 育 ・教 育 活 動 にあたる教

職 員 によるところが大 きいことから、教 職 員 がその職 責 を自 覚 し、人 権 尊 重 の精 神 に

基 づく実 践 的 な指 導 力 を向 上 させることのできる効 果 的 な研 修 を実 施 します。 

 

（３）家 庭 における人 権 教 育 の支 援  

家 庭 における教 育 は、すべての教 育 の出 発 点 であり、家 族 とのふれあいを通 じ、乳

幼 児 期 から豊 かな情 操 や思 いやり、生 命 を大 切 にする心 、善 悪 の判 断 、生 活 習 慣 や

マナーを身 につけるなど、こどもに人 格 形 成 の基 礎 を育 むうえで重 要 な役 割 を担 っ

ています。 

幼 児 期 は、豊 かな人 間 性 を形 成 するうえで重 要 な時 期 であることから、動 植 物 に

親 しみ、命 や自 然 の大 切 さに気 づかせ、豊 かな感 性 の芽 生 えを促 すなど、人 権 尊 重

の精 神 を育 む関 わりが大 切 です。 

また、こどもが権 利 の主 体 であるという理 念 を保 護 者 が認 識 し、こどもの権 利 を尊

重 するとともに、保 護 者 自 身 が偏 見 をもたず、差 別 をしない、暴 力 をふるわないなど、

日 常 生 活 のなかで人 権 を大 切 にする姿 をこどもに示 すことも重 要 です。 
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家 族 で参 加 できる啓 発 イベントの実 施 、子 育 て講 座 など学 習 機 会 の提 供 、相 談 体

制 の充 実 、子 育 て家 庭 への効 果 的 な広 報 等 、家 庭 教 育 に対 する支 援 の充 実 に努 め

ます。 

 

（４）地 域 社 会 における人 権 教 育 ・啓 発 の支 援  

人 権 課 題 について市 民 一 人 ひとりの理 解 と認 識 を深 めるためには、全 市 的 取 組 と

並 行 して地 域 密 着 型 の啓 発 活 動 を展 開 することが重 要 です。そのため、国 をはじめ

とする関 係 機 関 ・団 体 等 と連 携 し、学 校 における人 権 教 育 及 び市 民 や事 業 者 等 への

啓 発 活 動 を継 続 的 に推 進 するとともに、様 々な人 権 課 題 について学 習 することがで

きる機 会 を提 供 するなどの支 援 に努 め、人 権 意 識 の高 揚 を図 ります。 

学 校 においては、ＰＴＡなど学 校 運 営 に関 わる保 護 者 を対 象 とした研 修 会 の推 進

や講 演 会 ・講 座 を開 催 し、学 習 機 会 の提 供 に努 めます。 

一 方 、市 民 に対 しては、各 区 あるいは中 学 校 区 等 を単 位 とし、多 様 化 するライフス

タイルに合 わせるとともにテーマやターゲットを絞 るなど効 果 的 な講演会・映画会等の

人 権 啓 発 事 業 の開 催 のほか、公 民 館 や福 祉 交 流 プラザ (* 8)などを通 じて啓 発 ・広 報

活 動 に取 り組 み、また、実 施 にあたっては、企画・立案段階から地 域 の町 内 組 織 ・市 民

団 体 等 との協 働 を図 るとともに、必 要 に応 じて講 師 の紹 介 なども行 い、環 境 整 備 等

の側 面 支 援 をする市 民 主 導 型 の事 業 運 営 を目 指 します。 

 

（５）企 業 等 における人 権 教 育 ・啓 発 の支 援  

企 業 等 は、その企 業 活 動 等 を通 じて地 域 や市 民 と深 い関 わりあいがあり、市 民 生

活 に大 きな影 響 力 をもっており、近 年 、CSR（Corporate Social Responsibil 

ity＝企 業 の社 会 的 責 任 ）という考 え方 が定 着 し、企 業 の社 会 的 責 任 が高 まっていま

す。また、令 和 ２（２０２０）年 １０月 に政 府 が「ビジネスと人 権 」に関 する行 動 計 画 （２０

２０－２０２５）を策 定 し、ビジネスと人 権 に関 して企 業 への期 待 が表 明 されており、公

正 な採 用 選 考 (* 9)、適 正 な雇 用 管 理 、男 女 共 同 参 画 社 会 の実 現 、少 子 高 齢 化 社 会 へ

の対 応 、障 害 者 の雇 用 促 進 、セクシュアル・ハラスメント・パワーハラスメントの防 止 な

ど、人 権 課 題 に関 して企 業 等 が果 たすべき役 割 は、ますます大 きくなっています。 

企 業 等 において、人 権 課 題 が正 しく理 解 され、公 正 な採 用 選 考 システムが確 立 さ

                                                                              用語解説 
(*8)地域社会全体のなかで福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティ

センターとして、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のための各種事業を総合的に行う施

設。 
(*9)憲法で規定されている「職業選択の自由」が実施されるためには、基本的人権を尊重した公正

な採用選考が行われ、すべての人々の就職の機会均等が保障されることが必要です。「公正な

採用選考」の一環として、従業員数が一定規模以上の事業所などについては「公正採用選考人

権啓発推進員」の設置などの取組が進められています。 
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れるよう、国 や県 の関 係 機 関 と連 携 し、研 修 会 等 を通 じて働 きかけを行 います。 

また、企 業 経 営 者 及 び公 正 採 用 選 考 人 権 啓 発 推 進 員 等 の担 当 者 に対 し、様 々な

人 権 課 題 について、研 修 会 等 を通 じて啓 発 を行 います。 

さらに、企 業 内 の人 材 育 成 支 援 のため、企 業 研 修 への講 師 派 遣 、資 料 や教 材 の提

供 等 をとおして、人 権 尊 重 に向 けた主 体 的 取 組 に対 する支 援 を行 います。 

 

２ 人権教育・啓発の効果的な推進 

 

多 様 な価 値 観 が認 められ、誰 もが個 性 と能 力 を発 揮 できる人 権 が尊 重 された社

会 の実 現 は、行 政 からの一 方 的 な取 組 のみでは困 難 です。市 民 一 人 ひとりが人 権 問

題 を自 らの課 題 とし、理 解 と認 識 を深 め、人 権 に対 する意 識 の高 揚 を図 り、具 体 的

な態 度 や行 動 に示 すことが必 要 です。 

そのため、人 権 について関 心 をもった市 民 が学 習 する場 の提 供 、学 習 内 容 の充 実 、

効 果 的 な啓 発 の推 進 を行 います。地 域 社 会 において人 権 活 動 を推 進 していく高 い人

権 意 識 をもった人 材 の育 成 を行 うことで、市 民 自 身 が周 囲 の人 々を教 育 ・啓 発 して

いくことを目 指 します。また、本 市 の人 権 施 策 を総 合 的 に推 進 するため、市 内 の市 民

団 体 等 とのネットワークづくりに努 めます。 

 

（１）学 習 の場 の提 供  

様 々な人 権 課 題 を解 決 し、より人 権 が尊 重 された社 会 を実 現 するために、あらゆ

る世 代 の市 民 を対 象 とした人 権 教 育 ・啓 発 を行 うことが重 要 です。幅 広 い市 民 が人

権 課 題 に対 する見 識 を深 め、人 権 感 覚 や人 権 課 題 の解 決 能 力 を高 めることができ

るよう、生 涯 学 習 の視 点 に立 った施 策 を通 じて、誰 もが気 軽 に人 権 について学 習 で

きる環 境 を整 備 していく必 要 があります。 

そのために、地 域 に密 着 した公 民 館 や福 祉 交 流 プラザ等 を活 用 して、講 演 会 、研

修 会 、講 座 、イベント等 を実 施 し、また、個 別 の人 権 課 題 を担 当 する部 署 においても、

課 題 に応 じた事 業 を実 施 することにより、人 権 に関 する多 様 な学 習 機 会 の充 実 を図

ります。 

各 種 人 権 啓 発 事 業 の実 施 にあたっては、近 年 、複 雑 化 ・多 様 化 している人 権 課 題

を考 慮 し、社 会 のニーズも把 握 しながら、幅 広 い市 民 の参 加 が得 られるように、テー

マ設 定 や実 施 方 法 などに工 夫 を加 え、参 加 者 の学 習 意 欲 を喚 起 するように努 めます。 

また、市 の広 報 紙 やホームページ、SNS、ラジオ等のマスメディア媒 体 の効 果 的 な

活 用 により、広 く周 知 を図 ります。 
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（２）学 習 内 容 の充 実  

今 日 、急 激 な高 齢 化 、国 際 化 、情 報 化 などの社 会 の変 化 に伴 い、高 齢 者 をとりま

く問 題 、外 国 人 市 民 に関 する問 題 、インターネット上 での人 権 侵 害 、特 にＳＮＳ上 での

いじめや誹 謗 中 傷 の問 題 などの人 権 課 題 が生 じてきています。 

また、個 別 の人 権 課 題 と他 の課 題 が深 い関 わりをもつという人 権 課 題 の複 合 化 も

進 んでいます。 

例 えば、パートナーからの暴 力 であるＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の問 題 と、

こどもに暴 力 をふるう児 童 虐 待 の問 題 が同 時 に起 こっている場 合 があります。この

問 題 の解 決 に向 けては、男 女 共 同 参 画 やこどもの人 権 という個 別 的 な視 点 と、個 人

の尊 厳 といった人 権 一 般 の普 遍 的 な視 点 からのアプローチが必 要 です。 

このように複 雑 化 ・多 様 化 する人 権 課 題 に対 する理 解 を促 進 するため、人 権 教 育 ・

啓 発 の一 層 の充 実 に努 めます。 

 

（３）効 果 的 な啓 発 手 法  

令 和 ５年 度 に実 施 した市 民 意 識 調 査 において、「人 権 問 題 に関 する講 演 会 、研 修

会 などに参 加 したことがありますか」という設 問 に対 し、参 加 したことがないとの回 答

が約 ５０％となっていることから、引 き続 き、学 校 教 育 や市 民 啓 発 において、人 権 課

題 についての理 解 と共 感 を深 めるために、以 下 の点 に留 意 して取 り組 みます。 

 

①   市 民 の理 解 度 に応 じた啓 発  

一 般 的 に言 えば、市 民 の理 解 度 に合 わせて適 切 な人 権 啓 発 を行 うことが肝 要

であり、家 庭 、学 校 、地 域 社 会 、職 場 などでの体 験 や経 験 などから人 権 尊 重 の視

点 を具 体 的 に取 り上 げ、自 分 の課 題 としての気 付 きにつながるよう手 法 に創 意 工

夫 を凝 らします。また、自 らの意 思 に関 係 なく、日 常 生 活 の中 で人 権 に触 れられる

よう工 夫 を図 ります。 

 

② 具 体 的 な事 例 を活 用 した啓 発  

具 体 的 な事 例 を取 り上 げ、当 事 者 の立 場 に立 って議 論 することは、啓 発 を受 け

る人 の心 に迫 りやすいという点 で効 果 があります。ただし、その場 に様 々な立 場 の

人 がいることを想 定 し、十 分 に配 慮 した啓 発 を心 掛 けます。 

 

③ 参 加 型 ・体 験 型 の啓 発  

講 演 会 の実 施 、人 権 啓 発 ビデオの放 映 等 だけではなく、受 講 者 が主 体 的 ・能 動
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的 に参 加 できるよう、ワークショップ (* 10)や体 験 活 動 を積 極 的 に研 修 に取 り入 れ、

他 の人 と協 働 したり自 ら体 験 したりすることをとおして理 解 の深 まりを実 感 できる

よう企 画 を工 夫 します。 

 

④ ニーズにあった情 報 発 信  

令 和 ５年 度 に実 施 した市 民 意 識 調 査 において、「人 権 尊 重 の輪 を広 げるために 

は、 特 にどのような方 法 が効 果 が高 いと思 われるか」という設 問 に対 し、「従 来 の  

講 演 会 ・研 修 会 などの啓 発 イベントを開 催 すること」という回 答 の 13.1%に対 し、 

「SNS などインターネットを活 用 した啓 発 活 動 をすること」という回 答 が 29.5%と 

高 くなっており、SNS の活 用 などニーズに合 った効 果 的 な啓 発 活 動 の実 施 に努 め 

ます。 

 

（４）人 材 の育 成  

人 権 問 題 は、家 庭 、地 域 、学 校 、職 場 等 、社 会 生 活 のあらゆる場 面 で、形 を変 えな

がら繰 り返 し登 場 することから、人 権 感 覚 に優 れ、指 導 力 をもった人 権 啓 発 の担 い

手 となりうる人 材 を育 成 することが重 要 です。 

そのため、本 市 では、人 権 について関 心 のある市 民 を募 り、計 画 的 で継 続 性 のある

人 権 総 合 学 習 講 座 を実 施 することにより、受 講 者 の人 権 を尊 重 する意 識 の高 揚 を

図 るとともに、家 庭 、地 域 、職 場 など市 民 生 活 の様 々な場 面 で人 権 尊 重 の推 進 者 と

なる市 民 を養 成 します。そこで、講 演 会 や研 修 会 などの受 動 的 なものはもとより、渋

染 一 揆 資 料 館 ( * 11)などの施 設 見 学 やワークショップなども取 り入 れ、受 講 者 が自 ら

主 体 的 に参 加 できるような参 加 型 ・体 験 型 の研 修 を実 施 し、様 々な場 において人 権

教 育 ・啓 発 を実 践 できるように支 援 します。 

このような市 民 を通 じて啓 発 活 動 のネットワークを広 げ、より広 範 囲 かつ効 果 的 な

市 民 協 働 による人 権 推 進 事 業 につなげます。 

 

（５）総 合 的 なネットワークづくり 

ＬＧＢＴQ など性 的 マイノリティへの差 別 や偏 見 、スマートフォン等 の普 及 に伴 い増

加 しているインターネット上 での人 権 侵 害 、特 にＳＮＳ上 でのいじめや誹 謗 中 傷 の問

題 が顕 在 化 しているなか、あらゆる人 権 課 題 の解 決 を図 るためには、分 野 別 の方 針 ・

計 画 に基 づき施 策 を推 進 していくだけでなく、相 互 の関 連 性 を視 野 に入 れた総 合 的

                                                                              用語解説 
(*10)参加者が一方的に聞くだけではなく、討論したり体験したりする参加体験型のグループ学習。 
(*11)渋染一揆に関する理解を深め、人権意識の向上に寄与するため、渋染一揆に関する資料の収

集、保管、展示及び調査研究等を行っています。 
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な取 組 が求 められています。そのため、各 局 区 室 間 の連 携 のもと、人 権 課 題 の総 合

的 な取 組 を進 めるため庁 内 ネットワークのための横 断 的 組 織 である「岡 山 市 人 権 施

策 推 進 本 部 」を活 用 します。 

市 内 には、人 権 啓 発 活 動 を行 っているＮＰＯ ( * 12)や市 民 団 体 が多 数 存 在 します。こ

れらの団 体 と積 極 的 に連 携 を図 り、市 民 参 加 による人 権 教 育 ・啓 発 を推 進 するため

のネットワークづくりを目 指 します。また、人 権 課 題 の解 決 に向 けて、自 主 的 な取 組 を

行 っている団 体 等 に対 して、人 権 啓 発 活 動 補 助 金 ( * 13)をとおして支 援 することにより、

市 民 等 との幅 広 い協 働 により、人 権 教 育 ・啓 発 の推 進 を目 指 します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                              用語解説 
(*12)Non Profit Organization の略称。平成１０年１２月に施行された「特定非営利活動促進法」

に基づき法人格を取得した法人のことをいい、不特定かつ多数のものの利益に寄与することを

目的としています。 
(*13)自発的かつ自主的に行う営利を目的としない公益活動で、広く市民に人権尊重の理念を普及

させ、市民の理解を深めることを目的とする活動に対して、１００万円を上限として２分の１の範

囲内を補助する制度。 
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第４章 分野別施策の取組  

 

（１）こども 

 

◆現 状 と課 題  

  こどもの人 権 については「こどもの権 利 条 約 （児 童 の権 利 に関 する条 約 ）」が国 連

で採 択 され、日 本 においても平 成 ６年 に批 准 されました。この条 約 は、こどもを権 利

の主 体 として位 置 づけ、基 本 的 な考 え方 として、「差 別 の禁 止 」「こどもの最 善 の利 益 」

「生 命 、生 存 及 び発 達 に対 する権 利 」「こどもの意 見 の尊 重 」の４つの原 則 が示 されま

した。その後 、「児 童 虐 待 の防 止 等 に関 する法 律 」、「いじめ防 止 対 策 推 進 法 」、「こど

もの貧 困 の解 消 に向 けた対 策 の推 進 に関 する法 律 」、「岡 山 市 子 どもを虐 待 から守

る条 例 」などが整 備 されてきました。 

また、平成２８年には「児童福祉法」が改正され、こどもが権利の主体であることが明記

され、令和４年の同法改正では、児童相談所等は、支援を必要とする児童の意見聴取等の

仕組みを整備することが定められました。 

さらに、令和５年には「こども基本法」が施行され、「こどもの権利条約」の趣旨を踏まえ

た基本理念にのっとり、全てのこどもが将来にわたって幸福な生活を送ることができる社

会の実現を目指して、こども施策を推進することとされました。 

 こうした中、本市が令和 5 年に実施した調査によると、こどものいる世帯のうち、９～１０

世帯に１世帯は相対的に貧困な状況にあり、また、地域のつながりの希薄化、子育て家庭

の孤立、インターネットの普及に伴う有害情報など、こどもを取り巻く環境には様々な課題

があります。 

本市では、児童虐待相談等については、こども総 合 相 談 所 （児 童 相 談 所 ） ( * 14)及び地

域こども相談センター（市内６カ所の福祉事務所内に設置）で対応してきましたが、虐待通

告件数は令和４年に過去最多となっています。虐待の未然防止、早期発見・支援などにし

っかりと取り組んでいく必要があります。 

また、いじめは、こどもが人 権 を侵 害 する場 合 と侵 害 される場 合 が複 雑 に絡 み合 う

問 題 です。これらは、学 校 教 育 及 び社 会 教 育 の両 面 からの個 に応 じたきめ細 かな対

応 が課 題 であり、また、不 登 校 に対 する適 切 な対 応 も課 題 となっています。 

こどもや家庭が抱える困難や課題は、こどもの要因、保護者や家庭の要因、環境の要因

                                                                              用語解説 
(*14)こどもたちが心身ともにすこやかに育ち、もてる力を最大限に発揮することができるよう、福

祉や心理などの専門スタッフがこども（原則１８才未満）に関する様々な相談に応じ、援助するこ

とを目的とする専門的な機関です。 
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などが複合的に重なり合って、ヤングケアラー、いじめ、不登校、孤独・孤立など、様々な形

で表れます。そのような複合的な課題を持つ家庭をサポートするためには、多機関が連携

して対応する必要があります。 

 

◆施 策 の方 向 性  

家庭、学校園、地域社会などにおいて、こどもの権利が守られるように、こどもの権利に

ついて幅広く周知・啓発に取り組み、社会全体の理解促進を図ります。 

また、こどもを対象とした施策の策定や実施にあたっては、施策の目的や内容、対象と

するこどもの年齢や発達の程度に応じて、当事者であるこどもが自分の意見を表明でき

るように、こどもの意見を聴取する機会の充実に努めます。 

様々な要因により、複合的な課題を持つこどもや家庭の中には、困っていても SOS を

出すことができない、必要な情報が届きにくいケースがあることから、教育・福祉・保健等

の関係機関や民間団体、地域住民との協働のもと、支援が必要なこどもや家庭の早期発

見に努め、社会から孤立することがないよう、必要な支援につなげていきます。 

相談支援体制の充実を図るため、虐待予防から子育てに困難を抱える家庭まで、切れ

目なく、もれなく対応するこども家庭センターを設置します。 

ヤングケアラーについては、地域や学校、こども本人に対する啓発を行うとともに、実態

調査によって支援が必要なヤングケアラーの把握に努め、適切な支援に早くつなげます。 

児童養護施設や里親等を必要とするこどもについては、里親制度や未成年後見人制度

(*15)など様々な制度や相談対応機関の周知を図るとともに、利用するこどもに対しては、

意見を聴かれる権利を保障し、聴取したこどもの意見を養育環境の改善等に役立てます。 

こどもの貧困対策については、貧困をその家庭の責任と捉えず、社会全体で受け止めて

取り組むことを基本理念として、こどもや家庭の孤立を防ぎ、早期の支援につなげること

が重要です。すべてのこどもが希望をもって成長できるよう、妊娠・出産期からライフステ

ージに応じて切れ目なく、教育の支援、生活の安定のための支援、保護者の就労と経済的

な支援を実施します。 

 いじめや暴 力 行 為 及 び不 登 校 については、各 学 校 が一 人 ひとりの個 性 を認 めなが

ら、こどもが愛 されていると実 感 できる魅 力 ある教 育 の実 現 に努 めることが重 要 です。

そこで、教 職 員 を対 象 としたより専 門 的 な研 修 の充 実 に努 め、教 職 員 の質 的 向 上 を

図 ります。また、生 徒 指 導 体 制 や教 育 相 談 体 制 の確 立 のための人 的 配 置 に努 め、一

                                                                              用語解説 
(*15)親権を行う者のいない未成年者の財産管理、契約等の法律行為を行うだけでなく、看護及び

教育を行う権利義務を負っており、こどもを権利侵害から保護するうえで重要な役割を担って

います。 
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人 ひとりのよさを生 かす積 極 的 な生 徒 指 導 の推 進 を図 るとともに、関 係 機 関 との連

携 を推 進 します。 

いじめ、暴 力 行 為 、不 登 校 などについては、平 成 ２６年 に策 定 した「岡 山 市 いじめ

等 の問 題 行 動 及 び不 登 校 の防 止 に関 する基 本 方 針 」に基 づき、未 然 防 止 や早 期 発

見 ・早 期 対 応 に努 めていますが、なかでも、いじめや暴 力 行 為 は被 害 者 の権 利 が著 し

く侵 害 され、絶 対 に許 されない行 為 であるため、迅 速 かつ適 切 な指 導 や支 援 が必 要

です。そのために、教 職 員 の資 質 向 上 や家 庭 、地 域 社 会 、関 係 機 関 と学 校 園 との協

働 を進 めます。 
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（２）女性  

 

◆現 状 と課 題  

本 市 では、一 人 ひとりの人 権 が尊 重 され、性 別 等 にかかわらず誰 もが個 性 と能 力

を発 揮 することができる社 会 の実 現 を目 指 し、平 成 １３年 に「岡 山 市 男 女 共 同 参 画

社 会 の形 成 の促 進 に関 する条 例 」（さんかく条 例 ）を制 定 し、条 例 で規 定 する基 本 計

画 （さんかくプラン）に基 づき、市 民 と事 業 者 等 との協 働 により様 々な取 組 を進 めて

きました。 

平 成 ２９年 度 から令 和 ３年 度 までの５か年 を計 画 期 間 とする「第 ４次 さんかくプラ

ン」では、固 定 的 な性 別 役 割 分 担 の解 消 やＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） ( * 16)対

策 への取 組 とともに、平 成 ２７年 に施 行 した女 性 活 躍 推 進 法 に基 づき、女 性 活 躍 や

ワーク・ライフ・バランス ( * 17)の推 進 に取 り組 んできました。 

岡 山 市 市 民 意 識 調 査 の経 年 変 化 では、「男 性 は外 で働 くもの、女 性 は家 庭 を守 る

もの」といった固 定 的 な性 別 役 割 分 担 意 識 について、否 定 的 な回 答 をした人 の割 合

は徐 々に増 加 しつつあるものの、令 和 ５年 度 の調 査 でも約 ７割 にとどまっており、女

性 に比 べて男 性 に性 別 役 割 分 担 意 識 が残 っている結 果 となっています。また、令 和

５年 度 に実 施 した市 民 意 識 調 査 でも、女 性 に関 し起 きていると思 う人 権 問 題 では、

「男 女 の固 定 的 な役 割 分 担 意 識 （『男 は仕 事 、女 は家 庭 』など）を他 の人 に押 しつける

こと」との回 答 が前 回 調 査 を上 回 り５割 以 上 と高 くなっており、性 別 による無 意 識 の

思 い込 み（アンコンシャス・バイアス）は家 庭 や職 場 等 様 々な場 面 でまだまだ根 強 く残

っており、その解 消 に向 けては、一 人 ひとりがそのことに気 づくことが重 要 です。 

ＤＶ、性犯罪、ストーカーなどの暴力や、セクハラ（セクシュアル・ハラスメント）、妊娠・出

産に関するいやがらせなど、暴力やハラスメントは深刻な社会問題となっています。男性

の被害者もいますが、相談機関への相談や暴行・傷害事件などの被害者の多くは女性が

占めています。その背景には、女性の人権を軽視する男尊女卑の考え方や固定的な性別

役割分担意識、男女間の経済的な格差など、単に個人の問題ではなく社会全体で取り組

むべき課題があります。 

コロナ禍 において、非 正 規 雇 用 労 働 者 の失 業 、ＤＶの増 加 ・深 刻 化 など、女 性 に厳

しい社 会 であることが改 めて浮 き彫 りになりました。また、ＳＮＳ等 に起 因 する性 犯

                                                                              用語解説 
(*16)配偶者や交際相手など親密な関係にある、またはあった者からの暴力。殴る、蹴るなどの身体

的暴力だけでなく、精神的暴力（大声で怒鳴る、暴言など）、性的暴力（性的行為の強要など）、

社会的暴力（電話、メールのチェック、行動の制限など）、経済的暴力（生活費を渡さないなど）が

あります。 
(*17)仕事をもつ人が、やりがいをもって働きながら、家庭や地域においても充実した生活を送り、

子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じた多様な生き方が選択・実現できること。 
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罪 ・性 暴 力 の被 害 が増 加 し、若 年 層 への性 被 害 防 止 対 策 の必 要 性 が高 まっており、

早 い時 期 から発 達 段 階 に応 じた啓 発 が必 要 です。 

令 和 ２年 度 に実 施 したワーク・ライフ・バランスについての意 識 調 査 では、男 女 とも

に「仕 事 」と「家 庭 生 活 」を優 先 したいと希 望 している人 が多 いですが、現 実 は、女 性

は「家 庭 生 活 」を、男 性 は「仕 事 」を優 先 している回 答 が多 い結 果 となっており、意 識

は変 わってきていますが、実 態 が伴 っていません。また、令 和 ３年 度 に実 施 した女 性

活 躍 についての企 業 調 査 では、市 内 企 業 の課 長 相 当 職 の女 性 割 合 は、１割 程 度 に留

まっています。 

このため、令 和 ４年 ３月 に策 定 した「第 ５次 さんかくプラン」では、これまでの取 組 や

課 題 を踏 まえて、性 暴 力 ・ＤＶの根 絶 、男 性 のより一 層 の家 事 ・育 児 への参 画 、女 性

も男 性 も働 きやすい雇 用 環 境 の充 実 などを重 点 課 題 と考 え、施 策 を推 進 していくこ

ととしています。 

また、女 性 をめぐる課 題 が生 活 困 窮 、性 暴 力 ・性 犯 罪 被 害 、家 族 関 係 破 綻 など複

雑 化 、多 様 化 、複 合 化 する中 、「困 難 な問 題 を抱 える女 性 への支 援 に関 する法 律 」が

令 和 ４年 ５月 に成 立 し、令 和 ６年 ４月 に施 行 されたことを受 け、困 難 な問 題 を抱 える

女 性 の意 思 を尊 重 しながら、民 間 団 体 との協 働 により必 要 な支 援 を早 期 から切 れ目

なく提 供 する体 制 づくりが必 要 です。 

 

◆施 策 の方 向 性  

男 女 共 同 参 画 社 会 の形 成 がいまだに十 分 でない要 因 として、その根 底 に固 定 的

な性 別 役 割 分 担 意 識 や無 意 識 の思 い込 み（アンコンシャス・バイアス）があることから、

幼 少 期 から性 別 等 に基 づく固 定 概 念 を生 じさせないよう、身 近 なこととして無 意 識

の偏 見 を認 識 する学 習 や啓 発 などに引 き続 き粘 り強 く取 り組 んでいきます。 

非 正 規 雇 用 労 働 者 に占 める女 性 の割 合 の高 さが、女 性 の貧 困 や男 女 の待 遇 面 や

賃 金 格 差 の一 因 にもなっています。女 性 の非 正 規 雇 用 労 働 者 や困 難 な状 況 に置 か

れている女 性 に対 して、就 業 ・生 活 面 などの環 境 整 備 や支 援 を行 います。また、ＤＶや

性 被 害 ・性 暴 力 、セクハラなど女 性 に対 する暴 力 の根 絶 に向 けて、大学生など若い世

代も含め、市民や企業等を対象とした講演会や出前講座等を実施し、啓発に取り組むとと

もに、警察や医療機関、学校、ＮＰＯ、地域団体等関係機関と連携し、ＤＶ等の被害者の保

護や相談体制の充実、自立に向けた切れ目のない支援を行います。 

災 害 等 の非 常 時 には、平 時 にも増 して家 事 ・育 児 ・介 護 等 が女 性 に集 中 したり、

DV や性 被 害 ・性 暴 力 等 の増 加 が危 惧 されることから、平 時 から固 定 的 な性 別 役 割

分 担 意 識 の解 消 に努 めるとともに災 害 への備 えや災 害 時 の対 応 の取 組 にも男 女 共
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同 参 画 の視 点 を取 り入 れる必 要 があります。また、地 域 での防 災 活 動 を担 う自 主 防

災 組 織 等 の方 針 決 定 過 程 への女 性 の参 画 拡 大 を促 進 します。 

ワーク・ライフ・バランスの推 進 については、特 に企 業 の経 営 者 や管 理 職 に意 識 改

革 を図 るとともに、社 会 全 体 の意 識 を高 めるため広 く市 民 に啓 発 を進 め、男 性 の育

児 ・介 護 休 業 取 得 や育 児 ・介 護 の参 画 促 進 の支 援 をはじめ、男 性 の家 庭 生 活 への参

画 促 進 に向 けた様 々な啓 発 に取 り組 みます。 

また、令 和 ７年 度 から令 和 １３年 度 までを計 画 期 間 とする「岡 山 市 困 難 問 題 を抱 え

る女 性 への支 援 のための施 策 の実 施 に関 する計 画 」に基 づき、困 難 な問 題 を抱 える

女 性 が自 らの意 思 や意 見 を決 定 し、表 明 できるように支 援 する体 制 を整 え、本 人 の

意 思 に寄 り添 った支 援 を行 い、必 要 な支 援 を切 れ目 なく提 供 できる体 制 の構 築 や民

間 団 体 との協 働 ・連 携 の推 進 などに取 り組 みます。 

法 律 上 、夫 婦 同 姓 が義 務 付 けられていますが、様 々な理 由 によって、現 行 の婚 姻

制 度 を選 択 しない方 に対 しても岡 山 市 パートナーシップ宣 誓 制 度 の対 象 とすること

にしており、今 後 も多 様 な選 択 を支 援 していきます。 
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（３）高齢者  

 

◆現 状 と課 題  

我 が国 の高 齢 化 が進 行 する中 、本 市 における高 齢 者 人 口 は、団 塊 の世 代 が７５歳

以 上 となる令 和 ７（２０２５）年 には約 １９万 人 、高 齢 化 率 ２７．４％に、団 塊 ジュニア世

代 が６５歳 以 上 となり高 齢 者 人 口 がピークを迎 えることが予 想 される令 和 ２２（２０４

０）年 には約 ２０万 ７千 人 、高 齢 化 率 ３２．３％になると見 込 まれています。 

こうした高 齢 化 の進 展 に伴 い要 介 護 高 齢 者 ・認 知 症 の高 齢 者 や高 齢 者 の単 身 世

帯 ・夫 婦 のみの世 帯 など、日 常 生 活 に不 安 を抱 える高 齢 者 の増 加 により、高 齢 者 が

地 域 社 会 から孤 立 したり、高 齢 者 介 護 に関 するトラブルや詐 欺 被 害 ・消 費 者 被 害 な

どが発 生 しています。また、認 知 症 の高 齢 者 等 への偏 見 や病 気 への無 理 解 、認 知 症

を理 由 とする不 当 な差 別 的 取 扱 いなどによる社 会 参 加 や自 立 の制 限 、高 齢 者 への

虐 待 など、共 生 社 会 の実 現 に向 け様 々な現 状 が存 在 しています。 

高 齢 者 が置 かれている環 境 は一 人 ひとり皆 異 なっていますが、このような問 題 に

周 囲 が早 めに気 づき相 談 窓 口 につないでいくなど、地 域 での見 守 りが必 要 となって

います。 

 

◆施 策 の方 向 性  

本 市 では、高 齢 者 が地 域 社 会 で生 きがいを持 って活 躍 し、健 康 寿 命 の延 伸 や介 護

予 防 にも主 体 的 に取 り組 み、医 療 や介 護 が必 要 になっても、培 ってきた地 域 や人 と

のつながりを保 ちつつ、自 分 らしい生 活 を人 生 の最 後 まで安 心 して続 けられるよう、

高 齢 者 を含 めた多 様 な主 体 が支 え合 う、「健 康 ・福 祉 」の包 括 的 な支 援 体 制 （地 域 包

括 ケアシステム ( * 18)）の構 築 を進 めています。「岡 山 市 高 齢 者 保 健 福 祉 計 画 ・介 護 保

険 事 業 計 画 」において、「住 み慣 れた地 域 で支 え合 い誰 もがよりよく生 きる「健 康 ・福

祉 」のまち（地 域 包 括 ケアシステムの深 化 ・推 進 ）」を基 本 理 念 とし、三 つの基 本 目 標

「地 域 とつながり、誰 もが生 きがいを持 ち活 躍 できる環 境 づくり」、「心 身 の状 態 改 善 、

健 康 寿 命 の延 伸 につながるサービスの充 実 」、「医 療 や介 護 が必 要 となっても、なじ

みの地 域 で暮 らしていける仕 組 みづくり」を定 め、様 々な取 組 を進 めています。 

高 齢 者 の人 権 の問 題 は、高 齢 者 が自 立 し、生 きがいをもって過 ごす暮 らしが妨 げ

られることや、介 護 者 等 による身 体 的 ・心 理 的 ・経 済 的 虐 待 など、人 間 の尊 厳 に関 わ

るものです。 

                                                                              用語解説 
(*18)一人ひとりの暮らし方に合った住まいを中心に、医療や介護、予防だけでなく、福祉サービス

を含めたさまざまな生活支援サービスが一体的に提供される地域の仕組み。 
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高 齢 者 が介 護 や支 援 が必 要 になっても、住 み慣 れた地 域 で、生 きがいをもって暮

らすことができるように、医 療 ・介 護 の連 携 や高 齢 者 の社 会 参 加 、認 知 症 対 策 を進

め、住 まい・医 療 ・介 護 ・予 防 ・生 活 支 援 が一 体 的 に提 供 される「地 域 包 括 ケアシステ

ム」の構 築 を進 めます。地 域 においては、関 係 団 体 、民 間 企 業 等 との連 携 ・協 力 によ

る地 域 での見 守 りや支 え合 いの仕 組 みづくりの取 組 を進 めます。また、高 齢 者 などの

交 通 弱 者 が、便 利 ・快 適 に利 用 できる交 通 体 系 を築 きます。 

高 齢 者 を虐 待 から守 るためには、地 域 包 括 支 援 センター ( * 19)や行 政 機 関 、関 係 機

関 が連 携 して、高 齢 者 虐 待 の早 期 発 見 ・早 期 対 応 、介 護 者 も含 めた支 援 に努 めてい

くとともに、虐 待 防 止 に向 けた普 及 ・啓 発 活 動 の充 実 や施 設 ・事 業 所 における虐 待

防 止 の徹 底 を図 ります。 

身 体 の状 況 や判 断 能 力 が低 下 した高 齢 者 など、権 利 擁 護 が必 要 な場 合 には、岡

山 市 成 年 後 見 センターを介 して、市 長 申 立 など、成 年 後 見 制 度 ( * 20)を有 効 に活 用 で

きるよう支 援 していくとともに、消 費 者 被 害 の防 止 に向 けた取 組 を進 めます。 

また、高 齢 者 のニーズを踏 まえた就 労 支 援 を行 ったり、地 域 活 動 や交 流 の場 への

参 加 を促 すなど、高 齢 者 が地 域 とつながり、いつまでも自 分 らしく生 きがいを持 って

活 躍 できる環 境 づくりに取 り組 みます。 

認 知 症 の高 齢 者 への対 策 については、認 知 症 施 策 の指 針 である「岡 山 市 版 オレン

ジプラン ( * 21)」に基 づき、「早 期 発 見 ・早 期 診 断 」、「保 健 ・医 療 ・福 祉 ・介 護 等 のネット

ワークの構 築 」、「認 知 症 の人 と家 族 への支 援 の強 化 」、「地 域 の見 守 り体 制 の充 実 ・

強 化 」を重 点 として取 組 を進 めてきました。今 後 は、令 和 ６年 １月 に施 行 された「共 生

社 会 実 現 を推 進 するための認 知 症 基 本 法 」の定 める基 本 理 念 に沿 って認 知 症 に対

する正 しい理 解 の醸 成 や相 談 ・支 援 の充 実 を図 り、認 知 症 の高 齢 者 と家 族 が地 域 で

安 心 して住 み続 けられるまちづくりを推 進 します。 

学 校 においては、高 齢 者 を敬 愛 する心 を育 てるとともに、介 護 、福 祉 の問 題 等 高

齢 社 会 に関 する基 礎 的 な理 解 を深 める教 育 を推 進 します。 

 

 

 

 

 

 

                                                                              用語解説 
(*19)高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるように、必要な援助、支援を包括的に行

う地域の中核機関。 
(*20)認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十分な方々を保護し、支援する制度。 
(*21)認知症の人とその家族が地域で安心して生活できる仕組みづくりに向けての指針。 
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（４）障害のある人  

 

◆現 状 と課 題  

 「障 害 者 基 本 法 」では、すべての国 民 が、障 害 の有 無 に関 係 なく、等 しく基 本 的 人 権

を有 するかけがえのない個 人 として尊 重 されるという理 念 のもとに、お互 いに人 格 と

個 性 を尊 重 し合 う共 生 社 会 の実 現 が謳 われています。 

しかし、現 在 の社 会 においては、障 害 や障 害 者 への偏 見 や無 理 解 、障 害 を理 由 と

する不 当 な差 別 的 取 扱 いなどによる社 会 参 加 や自 立 の制 限 、障 害 者 への虐 待 など、

共 生 社 会 の実 現 に向 け様 々な現 状 が存 在 しています。 

国 では平 成 １８年 に国 連 で採 択 された「障 害 者 の権 利 に関 する条 約 」の批 准 に向

け、平 成 ２３年 の「障 害 者 基 本 法 」改 正 、平 成 ２４年 の「障 害 者 虐 待 の防 止 、障 害 者 の

養 護 者 に対 する支 援 等 に関 する法 律 」の施 行 、平 成 ２５年 ４月 の「障 害 者 の日 常 生 活

及 び社 会 生 活 を総 合 的 に支 援 するための法 律 」の施 行 、同 年 ６月 の「障 害 を理 由 と

する差 別 の解 消 の推 進 に関 する法 律 」の制 定 などの様 々な法 整 備 を行 い、同 条 約 を

平 成 ２６年 に批 准 しました。 

本市では、令和３年度から令和８年度の６年間を計画期間とする「岡山市障害者プラン」

を策定し、「障害のある人もない人も共に支えあって暮らすまちづくり」、「障害のある人の

社会参加と自立の促進」、「障害を理由とする差別や社会的障壁の解消」を基本理念とし

ながら障害者施策全般を推進しています。 

また、令和６年度から令和８年度を計画期間とする「第７期岡山市障害福祉計画・第３

期岡山市障害児福祉計画」を「岡山市障害者プラン」と一体的に策定し、障害者の日常生

活や社会生活にとって身近で特に重要な障害福祉サービス等について、必要なサービス

の確保と充実を推進していきます。引き続き、一人ひとりのライフステージに沿った支援を

提供する体制の構築を目指します。 

本 市 では、令 和 ３年 度 から令 和 ８年 度 の６年 間 を計 画 期 間 とする「岡 山 市 障 害 者

プラン」を策 定 し、「障 害 のある人 もない人 も共 に支 えあって暮 らすまちづくり」、「障

害 のある人 の社 会 参 加 と自 立 の促 進 」、「障 害 を理 由 とする差 別 や社 会 的 障 壁 の解

消 」を基 本 理 念 としながら障 害 者 施 策 全 般 を推 進 しています。 

また、令 和 ６年 度 から令 和 ８年 度 を計 画 期 間 とする「第 ７期 岡 山 市 障 害 福 祉 計 画 ・

第 ３期 岡 山 市 障 害 児 福 祉 計 画 」を「岡 山 市 障 害 者 プラン」と一 体 的 に策 定 し、障 害 者

の日 常 生 活 や社 会 生 活 にとって身 近 で特 に重 要 な障 害 福 祉 サービス等 について、必

要 なサービスの確 保 と充 実 を推 進 していきます。引 き続 き、一 人 ひとりのライフステ

ージに沿 った支 援 を提 供 する体 制 の構 築 を目 指 します。 
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◆施 策 の方 向 性  

障 害 者 が住 み慣 れた地 域 でその人 らしく暮 らしていけるよう、障 害 福 祉 サービス等

の整 備 を進 め、相 談 支 援 体 制 の充 実 を図 ります。障 害 者 が日 常 生 活 や社 会 生 活 を

送 るうえで必 要 なサービスや支 援 を受 けられる体 制 の整 備 を進 め、福 祉 施 設 や病 院

から地 域 生 活 への移 行 と定 着 を促 進 します。 

障 害 者 の尊 厳 や権 利 を擁 護 し、障 害 の有 無 にかかわらず、相 互 に人 格 と個 性 を尊

重 し合 いながら共 生 する社 会 を目 指 すため、障 害 に対 する理 解 を広 める啓 発 事 業 や

交 流 事 業 等 を行 い、心 のバリアフリーを推 進 します。 

また、当 事 者 会 、家 族 会 等 の育 成 とともに、互 いの交 流 や地 域 住 民 との交 流 を行

う活 動 を支 援 します。 

障 害 を理 由 とする不 当 な差 別 の解 消 や合 理 的 配 慮 ( * 22)の提 供 に向 けた取 組 を進

めるために、地 域 住 民 や事 業 所 への合 理 的 配 慮 についての周 知 、職 員 対 応 要 領 の周

知 、障 害 者 差 別 解 消 支 援 地 域 協 議 会 での協 議 等 、差 別 の解 消 に向 けて取 り組 んで

いきます。 

障 害 者 への虐 待 の防 止 と早 期 発 見 に努 め、障 害 者 虐 待 防 止 法 の周 知 を図 るとと

もに、虐 待 発 生 時 には迅 速 な対 応 を行 います。障 害 者 の権 利 擁 護 では成 年 後 見 制

度 の周 知 を図 り、障 害 者 の財 産 や権 利 を保 護 するために、認 知 症 、知 的 障 害 、精 神

障 害 などの理 由 で、ひとりで決 めることに不 安 のある方 々を法 的 に保 護 し、本 人 の意

思 を尊 重 した制 度 利 用 の支 援 を行 います。 

また、精 神 科 病 院 に入 院 している方 には、入 院 者 訪 問 支 援 事 業 ( * 23)を実 施 し、訪

問 支 援 員 の養 成 ・登 録 ・派 遣 等 の体 制 整 備 、電 話 相 談 ・訪 問 相 談 を通 じて、患 者 の

立 場 に立 った権 利 擁 護 を行 います。 

障 害 者 がその能 力 や個 性 を発 揮 して社 会 参 加 し、生 きがいをもって地 域 で自 立 し

た生 活 が営 めるよう、就 労 の場 の確 保 と職 場 への定 着 の推 進 や所 得 の向 上 、スポー

ツ・余 暇 活 動 などの充 実 を図 ります。また、障 害 のある人 などの交 通 弱 者 が、便 利 ・

快 適 に利 用 できる交 通 体 系 を築 きます。 

学 校 では、支 援 や配 慮 を必 要 とするこどもが安 心 して学 校 生 活 が送 れるよう校 内

支 援 体 制 の充 実 に取 り組 みます。また、障 害 者 への理 解 と支 え合 う心 を育 てるため

                                                                              用語解説 
(*22)行政機関等及び事業者が、その事務・事業を行うにあたり、個々の場面において、障害者から

現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合に、障害者の権利・利益

を侵害することにならないよう、社会的障壁を除去するための必要かつ合理的な取組であり、そ

の実施に伴う負担の過重ではないもの。 
(*23)精神保健福祉法改正により令和６年４月から法制化された事業。精神科病院で入院治療を受

けている者については、外部との面会交流が特に途絶えやすくなることを踏まえ、患者の希望に

応じて、傾聴や生活に関する相談、情報提供等を役割とした訪問支援員を派遣するもの。なお、

本市はモデル事業として令和５年度から全国に先駆けて取り組んでいる。 
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に、ねらいを明 確 にした交 流 及 び共 同 学 習 を積 極 的 に進 めます。さらに、すべてのこ

どもたちの将 来 の自 立 に向 けた社 会 的 資 質 や適 応 力 を高 めるために、特 別 支 援 教

育 の視 点 を生 かした授 業 づくりに取 り組 みます。これらの取 組 をとおして、こどもたち

の絆 づくり、心 の居 場 所 づくりに努 めることで共 生 社 会 の形 成 に向 けたインクルーシ

ブ教 育 システムの構 築 を目 指 します。 
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（５）同和問題  

 

◆現 状 と課 題  

同 和 問 題 は、日 本 社 会 の歴 史 的 発 展 の過 程 で形 づくられた身 分 差 別 により、国 民

の一 部 の人 々が長 い間 、経 済 的 ・社 会 的 に低 い状 態 に置 かれることを強 いられ、日

常 生 活 で様 々な差 別 を受 けるなどの我 が国 固 有 の人 権 問 題 です。 

この問 題 の解 決 を図 るため、昭 和 ４０年 の同 和 対 策 審 議 会 答 申 において、「（同 和

問 題 は）日 本 国 憲 法 によって保 障 された基 本 的 人 権 にかかわる課 題 である。その早

急 な解 決 こそ国 の責 務 であり、同 時 に国 民 的 課 題 である」また、「部 落 差 別 が現 存 す

るかぎり同 和 行 政 は積 極 的 に推 進 されなければならない」との認 識 が示 されました。

この同 和 対 策 審 議 会 答 申 を受 けて、昭 和 ４４年 に制 定 された「同 和 対 策 事 業 特 別 措

置 法 」をはじめ「地 域 改 善 対 策 特 別 措 置 法 」、「地 域 改 善 対 策 特 定 事 業 に係 る国 の財

政 上 の特 別 措 置 に関 する法 律 」（以 下 あわせて「特 別 法 」という。）に基 づき、３３年 間

にわたり、同 和 問 題 の早 期 解 決 のための諸 施 策 を積 極 的 に推 進 しました。こうした行

政 の取 組 と人 々の努 力 によって、生 活 環 境 の改 善 をはじめとする物 的 な基 盤 整 備 は

成 果 を上 げ、様 々な面 で存 在 していた格 差 は大 きく改 善 されました。 

平 成 １４年 ３月 末 に特 別 法 に基 づく同 和 対 策 がすべて終 了 し、その後 は、一 般 対 策

において同 和 問 題 の解 決 に向 け取 り組 んでいます。市 民 や行 政 の不 断 の努 力 によっ

て同 和 問 題 についての理 解 と認 識 も進 み、同 和 問 題 は解 決 に向 かってはいますが、

令 和 ５年 度 に実 施 した市 民 意 識 調 査 で「同 和 問 題 に関 し、現 在 、特 にどのような人

権 問 題 が起 きていると思 われるか、あなたが、見 たり、聞 いたり、体 験 したりしたこと

を選 んでください」という問 いに対 して、結 婚 や交 際 （令 和 ５年 度 から追 加 ）について

周 囲 の反 対 を受 けるとの回 答 があり、また、インターネット上 には、特 定 の地 域 を指 し

て、部 落 差 別 を助 長 するような識 別 情 報 が一 部 の人 によって掲 載 されるなどしてお

り、差 別 意 識 の解 消 が課 題 です。 

また、法 務 省 の調 査 では、同 和 問 題 の解 決 を阻 害 するえせ同 和 行 為 ( * 24)の被 害 は、

減 少 しているものの依 然 として発 生 しています。 

 

◆施 策 の方 向 性  

平 成 ２８（２０１６）年 １２月 に施 行 された「部 落 差 別 の解 消 の推 進 に関 する法 律 」が

示 している、なお部 落 差 別 が存 在 し、情 報 化 の進 展 に伴 って、部 落 差 別 の状 況 が変

                                                                              用語解説 
(*24)同和問題を口実にして、行政機関・企業、個人に不当な要求や不法な行為などを行い、利益や

利権を得ようとするもので、例としては、同和問題に関する本や物品を購入するように迫る、特

定の団体への寄付金や賛助金を強く求める、工事などの下請けに参入させるよう要求する、と

いったことがあげられます。 
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化 していることを踏 まえ、差 別 は許 されないものであるとの認 識 の下 、引 き続 き、差

別 のない社 会 の実 現 を目 指 します。また、インターネット上 の掲 示 板 等 への悪 質 な書

き込 みなどの人 権 侵 害 に当 たる行 為 を許 さない社 会 づくりや、人 権 意 識 の高 揚 に向

けて、人 権 教 育 ・啓 発 の取 組 を一 層 進 めます。 

本市では、我が国固有の差別問題である同和問題を重要な人権課題として捉え、今後

とも、国、県、関係機関・団体等と連携して、差別意識解消の取組を進めるとともに、市 職

員 に向 けては、施 策 を進 めるうえで市 民 との関 わりも多 いことから自 己 の意 識 を振

り返 り再 認 識 や気 付 きにつながるよう、引 き続 き研 修 を実 施 し、人 権 意 識 の向 上 を

図 っていきます。令 和 ５年 度 に実 施 した市 民 意 識 調 査 では、同 和 問 題 解 決 に必 要 な

こととして、「人 権 教 育 ・啓 発 広 報 活 動 を推 進 する」との回 答 割 合 が最 も高 いことか

ら、差 別 意 識 を解 消 し、一 人 ひとりが同 和 問 題 についての理 解 と認 識 が深 められる

よう、江 戸 時 代 末 期 の安 政 ３（１８５６）年 、岡 山 藩 が出 した不 当 な「お触 書 」に対 して

被 差 別 部 落 の人 々が一 切 の暴 力 を用 いず、人 間 の尊 厳 を守 り抜 いた「渋 染 一 揆 」に

ついて学 習 できる「渋 染 一 揆 資 料 館 」を活 用 するとともに、人 間 の尊 厳 と平 等 を求 め

て、「人 の世 に熱 あれ 人 間 に光 あれ」と読 み上 げられた水 平 社 宣 言 から１００年 余 、

幾 多 の困 難 を乗 り越 えてきた水 平 社 の歩 みを学 ぶことで、人 間 の尊 厳 を大 切 にした

日 常 生 活 でいかせる人 権 感 覚 を養 っていきます。具 体 的 には市 の広 報 紙 やホームペ

ージ、SNS、ラジオ等 のマスメディア媒 体 を活 用 した啓 発 はもちろんのこと、パネル展 、

ワークショップなど市 民 が参 加 ・体 験 でき市 民 の感 性 に訴 えかけられる啓 発 を実 施 し

ていきます。 

学 校 においては、これまで積 み上 げられてきた成 果 を踏 まえ、人 権 尊 重 の理 念 に

基 づく教 育 を推 進 するとともに、児 童 ・生 徒 の発 達 段 階 に応 じて、同 和 問 題 について

の正 しい理 解 を深 める教 育 ができるよう教 職 員 に対 する研 修 を実 施 し、差 別 を許 さ

ない集 団 づくりに努 めます。また、ＰＴＡなど学 校 運 営 に関 わる保 護 者 を対 象 とした

研 修 の実 施 をとおして、家 庭 教 育 との連 携 を図 りながら、人 権 意 識 の高 揚 に努 めま

す。 

職 業 選 択 の自 由 は、日 本 国 憲 法 で保 障 されている基 本 的 人 権 の一 つです。応 募

者 の適 性 と能 力 に基 づいて公 正 な採 用 選 考 を行 い、すべての人 々の就 職 の機 会 均

等 が保 障 されなければなりません。このため、岡 山 労 働 局 、岡 山 公 共 職 業 安 定 所 、岡

山 県 と共 催 で、公 正 採 用 選 考 人 権 啓 発 推 進 員 ・経 営 者 のための研 修 を行 います。 

社 会 福 祉 施 設 である福 祉 交 流 プラザにおいては、地 域 社 会 全 体 のなかでの福 祉

の向 上 や人 権 啓 発 の住 民 交 流 の拠 点 となる開 かれたコミュニティセンターとして、生

活 上 の各 種 相 談 事 業 や人 権 相 談 などの人 権 課 題 解 決 のための各 種 事 業 を総 合 的

に行 います。 
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同 和 問 題 の解 決 を口 実 にして不 当 な寄 付 を要 求 したり、電 話 などで高 額 な図 書 の

購 入 を迫 ったりする行 為 などのえせ同 和 行 為 については、えせ同 和 行 為 対 策 関 係 機

関 連 絡 会 議 において、情 報 交 換 し対 応 を協 議 するとともに、国 、県 や関 係 機 関 等 と

連 携 し、その排 除 に向 けて取 り組 みます。 
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（６）外国人市民  

 

◆現 状 と課 題  

国 際 化 の進 展 を背 景 に、本 市 で暮 らす外 国 人 市 民 の数 は年 々増 加 し、令和６年６

月末 現 在 １５，８５４人 、全 人 口 に占 める割 合 は２．２８％であり、在 留 資 格 別 では留 学

１９．２％、永 住 者 １８．１％、技 能 実 習 １７．３%、その他 ４５．４％となっています。 

 また、日 本 国 籍 を保 有 していても、両 親 のいずれかが外 国 籍 である子 や海 外 からの

帰 国 者 、帰 化 による日 本 国 籍 取 得 者 など、異 なる文 化 を背 景 に生 活 している人 々が

増 えています。 

こうしたなか、地 域 社 会 においては、言 語 、文 化 、生 活 習 慣 、価 値 観 の相 違 等 に起

因 する様 々な問 題 が生 じています。 

一 方 、国 全 体 に目 を向 ければ、近 年 、特 定 の民 族 や国 籍 の人 々を排 斥 する差 別 的

言 動 、いわゆるヘイトスピーチ ( * 25)が社 会 問 題 化 しています。こうした言 動 は、人 々に

不 安 感 や嫌 悪 感 を与 えるだけでなく、人 としての尊 厳 を傷 つけたり、差 別 意 識 を生 じ

させることになりかねないものであり、決 して許 されるものではありません。 

平 成 ２８年 には、「本 邦 外 出 身 者 に対 する不 当 な差 別 的 言 動 の解 消 に向 けた取 組

の推 進 に関 する法 律 」が施 行 され、本 邦 外 出 身 者 またはその子 孫 に対 する不 当 な差

別 的 言 動 の解 消 に向 けた取 組 を推 進 していくことが定 められました。 

本 市 では、３度 の改 訂 を経 て、令 和 ６年 度 から令 和 １０年 度 を計 画 期 間 とする「第

４次 岡 山 市 多 文 化 共 生 社 会 推 進 プラン」において「互 いのちがいを認 め、支 えあい共

に築 く多 文 化 共 生 のまち岡 山 を目 指 して」を基 本 理 念 として、多 文 化 共 生 社 会 の実

現 を推 進 しています。 

 

◆施 策 の方 向 性  

外 国 人 市 民 を含 むすべての市 民 の人 権 が尊 重 され、一 人 ひとりが地 域 社 会 の一

員 として安 心 して暮 らし、いきいきと活 躍 できる多 文 化 共 生 の地 域 づくりを進 めてい

くためには、国 籍 ・民 族 、文 化 ・生 活 習 慣 等 の相 違 について理 解 を深 め、互 いに多 様

な考 え方 や価 値 観 を認 め合 うことが必 要 です。 

そのため、外 国 人 市 民 と直 接 ふれあう市 民 交 流 や異 文 化 体 験 交 流 事 業 、諸 外 国

の文 化 ・生 活 習 慣 などを紹 介 する事 業 等 の実 施 を通 じて、多 様 な文 化 を認 め合 う国

際 的 視 野 に立 った人 権 尊 重 の意 識 づくりに努 めます。 

                                                                              用語解説 
(*25)人種、国籍、宗教、性別、性的指向、障害などの特定の属性を有することを理由に、ある個人や

集団をおとしめたり、暴力や誹謗中傷、差別的な行為を扇動したりするような言動を指します。 



30 
 

また、外 国 人 市 民 が抱 える諸 問 題 を解 決 するため、コミュニケーション支 援 や生 活

支 援 等 に取 り組 むとともに、外 国 人 市 民 が地 域 社 会 の構 成 員 として認 められ、積 極

的 にまちづくりに参 加 することができる環 境 づくりに努 めます。岡 山 市 外 国 人 総 合 相

談 窓 口 においては、より多 くの外 国 人 が母 国 語 で安 心 して相 談 できるように「多 言

語 テレビ通 訳 サービス」を導 入 し、外 国 人 市 民 サービスを向 上 していきます。さらに、

令 和 ６年 ４月 に策 定 した岡 山 市 日 本 語 教 育 基 本 方 針 に基 づき、岡 山 市 における日

本 語 教 育 を推 進 することにより、本 市 で生 活 をおくる外 国 人 市 民 が日 本 語 を学 ぶ環

境 を提 供 し、安 心 して快 適 に暮 らせるような岡 山 市 を目 指 します。学 校 においては、

日 本 語 の能 力 が十 分 でない帰 国 ・外 国 人 児 童 生 徒 等 に対 して、日 本 語 指 導 を実 施

します。 
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（７）感染症等 

 

ア 新 興 ・再 興 感 染 症  

 

◆現 状 と課 題  

新 型 コロナウイルス感 染 症 発 生 時 には、未 知 であるがゆえに、人 々の不 安 や分 断 を

引 き起 こし、感 染 した人 やその家 族 、医 療 従 事 者 、エッセンシャルワーカー ( * 26)に対 す

る差 別 的 な取 り扱 いや、感 染 が発 生 した事 業 所 や施 設 に対 する誹 謗 中 傷 が起 こりま

した。 

インターネット上 でも、違 法 な情 報 や有 害 な情 報 、特 定 の個 人 に対 する誹 謗 中 傷 の

書 き込 みが見 られるとともに、新 型 コロナウイルス感 染 症 の社 会 不 安 に起 因 するデマ

の流 布 や誹 謗 中 傷 が見 られました。 

 

◆施 策 の方 向 性  

本 市 では、岡 山 市 感 染 症 予 防 計 画 に従 い、適 切 な情 報 の公 表 、正 しい知 識 の普 及

を行 うとともに、感 染 症 のまん延 防 止 のための措 置 を行 うにあたっては患 者 等 の人

権 を尊 重 します。 

また、患 者 等 のプライバシーを保 護 するため、報 道 機 関 に提 供 する情 報 を真 に感 染

症 のまん延 防 止 に必 要 なものに止 め、個 人 情 報 に注 意 を払 い患 者 等 が差 別 を受 け

ることがないよう努 めます。 

 

イ ハンセン病 患 者 ・回 復 者  

 

◆現 状 と課 題  

ハンセン病 は、らい菌 により末 梢 神 経 や皮 膚 が侵 される感 染 症 ですが、感 染 力 は

弱 く、たとえ感 染 しても発 病 することはまれです。現 在 では早 期 発 見 と適 切 な治 療 で、

障 害 を残 すことなく確 実 に治 癒 します。しかし、かつては不 治 の病 あるいは遺 伝 病 と

考 えられ、特 に昭 和 ６年 の「らい予 防 法 」により、患 者 は療 養 所 に強 制 隔 離 され、家

族 も厳 しい差 別 と偏 見 にさらされました。 

平 成 ８年 に「らい予 防 法 」が廃 止 された後 も、入 所 者 の多 くが高 齢 化 していること

などもあり、療 養 所 で生 涯 を過 ごさざるを得 ない状 況 にあります。 

                                                                              用語解説 
(*26)エッセンシャルワーカーとは、人々が日常生活を送るために欠かせない仕事を担っている人の

ことです。主に医療・福祉、農業、小売・販売、通信、公共交通機関など、社会生活を支える仕事

をしている方々のことをいいます。 
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平 成 １３年 に国 の強 制 隔 離 政 策 に関 する違 憲 判 決 が出 されたことが契 機 となり、

「ハンセン病 療 養 所 入 所 者 等 に対 する補 償 金 の支 給 等 に関 する法 律 」が制 定 され、

一 定 の被 害 の救 済 が図 られました。平 成 ２０年 には、「ハンセン病 問 題 の解 決 の促 進

に関 する法 律 」が成 立 し、国 に入 所 者 等 への医 療 体 制 の整 備 や、社 会 復 帰 の支 援 、

名 誉 回 復 の措 置 等 が義 務 づけられたほか、入 所 者 が地 域 社 会 から孤 立 することなく

良 好 かつ平 穏 な生 活 を営 むことができるよう、入 所 者 の意 見 を尊 重 したうえで、療

養 所 の土 地 ・設 備 等 を地 域 住 民 等 が利 用 できるようになりました。 

そして、令 和 元 年 には「ハンセン病 元 患 者 家 族 に対 する補 償 金 の支 給 等 に関 する

法 律 」が成 立 し、ハンセン病 の隔 離 政 策 の下 、ハンセン病 元 患 者 家 族 等 が、偏 見 と差

別 の中 で、ハンセン病 回 復 者 との間 で望 んでいた家 族 関 係 を形 成 することが困 難 に

なるなど、多 大 な苦 痛 と苦 難 を長 年 にわたり強 いられてきたことに対 し補 償 金 が支

給 されることになりました。 

岡 山 県 内 には、長 島 に国 立 療 養 所 長 島 愛 生 園 ・邑 久 光 明 園 ( * 27)があり、本 市 では

両 園 の施 設 を見 学 し、ハンセン病 の歴 史 を学 ぶとともに、入 所 者 との交 流 に取 り組 ん

でいます。 

 

◆施 策 の方 向 性  

ハンセン病 患 者 ・回 復 者 やその家 族 が偏 見 や差 別 で苦 しむことがないよう、ハンセ

ン病 に対 する正 しい知 識 を持 ち理 解 することが必 要 です。ハンセン病 に対 する理 解 と

認 識 を深 め、差 別 や偏 見 をなくすために啓 発 等 を行 います。 

また、学 校 においては、児 童 ・生 徒 のハンセン病 問 題 に関 する正 しい理 解 と認 識 を

深 める教 育 を進 めます。 

 

ウ ＨＩＶ感 染 者 等  

 

◆現 状 と課 題  

エイズ動 向 委 員 会 の発 表 によると、令 和 ５年 のＨＩＶ感 染 者 ・エイズ患 者 ( * 28)新 規 報

告 数 （速 報 値 ）は全 国 で９６０件 で、６年 連 続 の減 少 から増 加 に転 じ、累 計 は３５，００

                                                                              用語解説 
(*27)両園とも岡山県瀬戸内市の長島にある国立ハンセン病療養所。長島愛生園は日本で最初の国立ハンセ

ン病療養所として、昭和５年に設立されました。また、邑久光明園は明治 42 年に、大阪府に設立された

「外島保養院」が室戸台風で壊滅したため、昭和 14 年に、長島に再建されました。 
(*28)エイズ（後天性免疫不全症候群）とは、ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）の感染によって免疫力が低下し、そ

の結果、さまざまな感染症にかかり（日和見感染といいます。）症状が出た状態をいいます。ＨＩＶ感染者

は、ＨＩＶの感染が抗体検査等により確認されていますが、エイズを発症していない状態の人をいいます。Ｈ

ＩＶに感染しても、すぐにエイズを発症するわけではなく、免疫機能が低下して、厚生労働省の指定する 23

の合併症がみられたときに、はじめてエイズと診断されます。現在はＨＩＶに感染しても、様々な治療薬が出

ており、きちんと服薬することでエイズ発症を予防することが可能になっています。 
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０件 を超 えました。近 年 減 少 傾 向 にあったＨＩＶ感 染 者 ・エイズ患 者 新 規 報 告 数 の再

増 加 は、新 型 コロナウイルス感 染 症 の流 行 以 降 減 っていた保 健 所 などでの検 査 件 数

が回 復 した影 響 も考 えられますが、動 向 を今 後 も注 視 する必 要 があります。診 断 時 に

既 にエイズを発 症 している割 合 は、全 国 で約 ３割 、岡 山 県 では約 半 数 を超 えており、

感 染 予 防 に関 する意 識 不 足 や早 期 発 見 のための検 査 機 会 を逸 していると考 えられ

ます。同 時 に、患 者 ・感 染 者 に対 する偏 見 ・差 別 も依 然 として存 在 しています。  

 

◆施 策 の方 向 性  

病 気 に対 する正 しい知 識 の普 及 に努 めることで、偏 見 や差 別 意 識 の払 拭 を図 りま

す。その一 例 として、近 年 世 界 的 に提 唱 されている、U＝U（ユーイコールユー） ( * 29)の

メッセージの普 及 に努 めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                              用語解説 
(*29)効果的な治療を続けて血液中の HIV 量が検出限界値未満（Undetectable）に抑えられてい

る HIV 陽性者からは、性行為によって他の人に HIV が感染することはないという

（Untransmittable）という、科学的に根拠づけられたメッセージです。 
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（８）犯罪被害者等  

 

◆現 状 と課 題  

犯 罪 被 害 者 やその家 族 または遺 族 （以 下 「犯 罪 被 害 者 等 」という。）は犯 罪 等 によ

り生 命 を奪 われる（家 族 を失 う）、身 体 を傷 つけられる、金 銭 など財 産 を奪 われると

いった生 命 、身 体 、財 産 上 の直 接 的 な被 害 を受 けるだけでなく、精 神 的 にも大 きな

深 い傷 を受 けます。また、捜 査 や裁 判 での精 神 的 ・時 間 的 負 担 や、近 隣 や知 人 の無

責 任 な言 動 やうわさ話 、マスコミ等 の報 道 による新 たな精 神 的 被 害 （二 次 的 被 害 ）を

受 ける場 合 も多 くあります。 

こうした犯 罪 被 害 者 等 の権 利 利 益 保 護 を図 るため、平 成 １７年 に「犯 罪 被 害 者 等

基 本 法 」が施 行 されました。また、この法 律 に基 づいて、国 において同 年 に「犯 罪 被 害

者 等 基 本 計 画 」が策 定 され、犯 罪 被 害 給 付 制 度 の拡 充 や損 害 賠 償 命 令 制 度 の創 設

等 が図 られました。令 和 ３年 には犯 罪 被 害 者 等 の権 利 利 益 の保 護 がより一 層 図 られ

る社 会 を目 指 した「第 ４次 犯 罪 被 害 者 等 基 本 計 画 」が策 定 されています。 

本 市 においては平 成 ２３年 に「岡 山 市 犯 罪 被 害 者 等 基 本 条 例 」 (以 下 「基 本 条 例 」

という。)を施 行 し、犯 罪 被 害 者 等 の支 援 に関 する相 談 を総 合 的 に行 う「岡 山 市 犯 罪

被 害 者 等 総 合 相 談 窓 口 （ワンストップ窓 口 ）」を設 置 するとともに、犯 罪 被 害 者 等 支

援 金 の支 給 や住 居 の提 供 など日 常 生 活 の支 援 に関 する施 策 を設 け、犯 罪 被 害 者 等

が受 けた被 害 の回 復 及 び軽 減 に向 けた施 策 を行 っています。   

しかし、現 在 の社 会 では、犯 罪 被 害 者 等 の抱 える困 難 や課 題 について十 分 理 解 さ

れているとはいえず、周 りからの偏 見 や無 関 心 などにより犯 罪 被 害 者 等 は社 会 的 に

孤 立 し、支 援 に関 する情 報 も届 きにくい現 状 があります。そのため、犯 罪 被 害 者 等 に

対 する市 民 の理 解 の増 進 を図 ることで、犯 罪 被 害 者 等 に対 して適 切 な配 慮 や支 援

がなされ、犯 罪 被 害 者 等 の尊 厳 が守 られる社 会 づくりが求 められています。  

 

◆施 策 の方 向 性  

基 本 条 例 （第 ３条 ）の「途 切 れることのない支 援 」、「関 係 機 関 との連 携 ・協 力 」を基

本 原 則 に、犯 罪 被 害 者 等 が被 った心 身 の苦 痛 、生 活 上 の不 利 益 等 の軽 減 及 び回 復

を図 るための各 種 施 策 を推 進 します。 

また、岡 山 県 警 察 の犯 罪 被 害 者 支 援 室 や民 間 の支 援 団 体 をはじめ、様 々な機 関

と連 携 しながら支 援 に取 り組 みます。そのなかで、民 間 の支 援 団 体 である「公 益 社 団

法 人 被 害 者 サポートセンターおかやま」とは、共 同 で毎 年 市 民 に犯 罪 被 害 者 の実 情 と

その支 援 について広 く知 ってもらうための啓 発 イベントを開 催 するとともに、犯 罪 被



35 
 

害 者 等 支 援 の関 連 部 署 の職 員 向 け研 修 を依 頼 するなど、お互 いに連 携 しながら犯

罪 被 害 者 等 支 援 に取 り組 んでいます。 

犯 罪 被 害 者 等 の人 権 が尊 重 される社 会 をつくるためには、人 々が犯 罪 被 害 者 の

置 かれている状 況 や犯 罪 被 害 者 等 の支 援 について理 解 を深 めることが必 要 なことか

ら、様 々な機 会 をとおして市 民 への啓 発 に積 極 的 に取 り組 みます。 
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（９）性的マイノリティ 

 

◆現 状 と課 題  

性 的 マイノリティ（セクシュアル・マイノリティ）とは、同 性 愛 や両 性 愛 の性 的 指 向 を

もつ人 や、性 の自 己 認 識 「こころの性 」と生 物 学 的 な性 「からだの性 」が一 致 していな

い人 など、性 のあり方 （セクシュアリティ）において、いわゆる少 数 派 である人 の総 称

で、ＬＧＢＴQ ( * 30)とも呼 ばれています。また最 近 では、性 的 指 向 と性 の自 己 認 識 の視

点 で性 の多 様 性 を表 す言 葉 としてＳＯＧＩ ( * 31)という呼 称 も使 われています。様 々な調

査 から、わが国 では人 口 の約 １０ ( * 32)％が性 的 マイノリティであると推 定 されています。  

性 的 マイノリティの人 の中 には、自 分 の性 のあり方 について違 和 感 等 をもっていて

も、家 族 や友 人 に打 ち明 けることなくひとり悩 み続 けたり、社 会 的 に孤 立 している人

や、正 しい理 解 がされていないことから差 別 や偏 見 を受 け、生 きづらさを感 じている

人 が多 くいます。また、岡 山 市 が令 和 ５年 度 に実 施 した市 民 意 識 調 査 の結 果 では、

性 的 マイノリティに関 し起 きていると思 う人 権 問 題 として、「性 的 指 向 及 び性 別 違 和

のある人 に対 する理 解 が不 足 していること」、「差 別 的 な言 動 を受 けること」との回 答

が４割 前 後 、「職 場 ・学 校 で、いやがらせやいじめを受 けること」との回 答 が３割 以 上

と高 く、多 様 な性 についての理 解 の不 足 による人 権 侵 害 が問 題 としてあがっていま

す。 

国 においては令 和 ５年 ６月 に「性 的 指 向 及 びジェンダーアイデンティティの多 様 性

に関 する国 民 の理 解 の増 進 に関 する法 律 」が成 立 ・施 行 され、全 ての国 民 が、その性

的 指 向 又 はジェンダーアイデンティティにかかわらず、等 しく基 本 的 人 権 を享 有 する

かけがえのない個 人 として尊 重 されるものであるという理 念 が示 されました。 

同 性 パートナーの関 係 において裁 判 所 で氏 の変 更 を認 められるなどの動 きも出 て

いますが、同 性 カップルの婚 姻 が法 的 に認 められていないため、社 会 保 障 や相 続 の

問 題 が生 じており、日 常 生 活 においても病 院 での面 会 や、賃 貸 住 宅 に入 居 できない

といった問 題 、子 育 てや福 利 厚 生 面 も含 めて、様 々な困 難 に直 面 しています。 

学 校 においては、教 職 員 自 身 が性 的 マイノリティの児 童 生 徒 に関 する理 解 を深 め、

悩 みや不 安 に寄 り添 い、児 童 生 徒 に対 して更 衣 を保 健 室 で行 ったり、職 員 用 トイレの

使 用 を認 めたりするなどの支 援 を行 っています。 

                                                                              用語解説 
(*30)レズビアン（Lesbian）のＬ、ゲイ（Gay）のＧ、バイセクシャル（Bisexual）のＢ、トランスジェンダ

ー（Transgender）のＴ、クエスチョニング（Questioning）の Q の頭文字をとった略称。性的マ

イノリティを表す言葉の一つとして使われています。 
(*31)Sexual Orientation（性的指向）and Gender Identity（性自認）の略語で、すべての人を含

めて考えることができる概念。「ＬＧＢＴQ」の表現にあてはまらないと感じる人々に配慮した表現

として、性的マイノリティと同じ意味で使用される場合もあります。 
(*32)２０２３年に電通が行った LGBTQ+調査を参考とした数字。 
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岡 山 市 では岡 山 市 男 女 共 同 参 画 社 会 の形 成 の促 進 に関 する条 例 （平 成 ３１年 ４月

改 正 ）に定 められた基 本 理 念 に基 づき、性 的 マイノリティの人 たちに寄 り添 うことを

目 的 として、令 和 ２年 ７月 から岡 山 市 パートナーシップ宣 誓 制 度 ( * 33)を開 始 しており、

これまで一 定 数 の同 性 カップルの方 が宣 誓 しており、県 内 においても制 度 の導 入 が

加 速 されていることから当 事 者 の方 たちの手 続 きの負 担 を軽 減 するため連 携 の拡 大

に努 めています。 

また、市 民 ・職 員 を対 象 とした「LGBTQ 支 援 者 （アライ）の見 える化 のための研 修 」

に取 り組 んでいますが、市 民 意 識 調 査 では４２ .７%の人 が「性 的 指 向 及 び性 別 違 和

のある人 に対 する理 解 が不 足 していること」と回 答 するなど、社 会 的 に理 解 が深 まっ

ているとは言 い難 い状 況 となっています。 

 

◆施 策 の方 向 性  

誰 もが自 分 のセクシュアリティを尊 重 され、自 分 らしく生 きることのできる社 会 が

望 まれています。そのため多 様 な性 のあり方 に関 する正 しい知 識 を理 解 するための講

演 会 やイベントの開 催 、啓 発 資 料 の配 布 等 により市 民 や企 業 等 への啓 発 に取 り組 み

ます。また、相 談 案 内 カードの作 成 など当 事 者 が安 心 して相 談 できる体 制 づくりや相

談 窓 口 担 当 者 の質 の向 上 を目 指 した研 修 に取 り組 みます。さらに、当 事 者 団 体 との

定 期 的 な意 見 交 換 を実 施 するとともに、パートナーシップ宣 誓 制 度 の周 知 やサービス

の拡 大 、各 自 治 体 との相 互 利 用 連 携 の拡 大 を図 るなどの取 組 を進 めていきます。 

学 校 においては、「性 の多 様 性 」や「自 他 の性 の尊 重 」を扱 った研 修 を引 き続 き実

施 し、さらに市 民 協 働 推 進 モデル事 業 で作 成 した資 料 等 を活 用 することで性 的 マイ

ノリティについての理 解 を深 め、悩 みや不 安 を抱 える児 童 生 徒 に対 する相 談 ・支 援 体

制 を充 実 します。また、日 頃 から多 様 性 を尊 重 する心 を育 む教 育 を推 進 します。 

本 市 では、誰 もが個 性 と能 力 を十 分 に発 揮 でき、多 様 性 を認 め合 う社 会 の実 現 を

目 指 しており、様 々な場 面 を活 用 して研 修 に取 り組 むとともに、啓 発 ・交 流 イベントを

通 じて、多 様 性 を認 められる社 会 の構 築 に向 けて取 り組 んでいきます。 

 

 

 

 

                                                                              用語解説 
(*33)お互いを人生のパートナーとし、相互に協力し合う関係であると宣誓されたことを岡山市とし

て証明する制度。法的拘束力はなく、権利や義務は発生しませんが、性的マイノリティのカップル

の権利を保障する後ろ盾となる効果が期待されています。また、令和６年９月から性的マイノリ

ティ当事者が宣誓するにあたっての心理的負担の軽減につながることを期待して、異性パート

ナーも制度の対象としました。 
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（１０）インターネットによる人権侵害  

 

◆現 状 と課 題  

インターネット環 境 の拡 大 、スマートフォンの普 及 等 により、情 報 収 集 ・発 信 やコミ

ュニケーションにおける利 便 性 は大 きく向 上 しましたが、匿 名 性 が高 いがゆえに、安

易 に個 人 に対 する誹 謗 中 傷 や、不 確 かな情 報 の書 き込 み、名 誉 やプライバシーの侵

害 、「部 落 差 別 （同 和 問 題 ）」に関 して特 定 の地 域 を同 和 地 区 であると指 摘 するよう

な投 稿 、児 童 ポルノやリベンジポルノ等 、人 権 に関 わる様 々なトラブルが生 じています。 

近 年 では、SNS のメッセージ機 能 を用 いた、投 資 を目 的 とする悪 質 な詐 欺 の被 害

も増 えており、信 憑 性 のない情 報 がインターネット上 に氾 濫 しています。 

また、災 害 時 において、SNS 上 で根 拠 のないうわさやデマが拡 散 されるという問

題 も発 生 しており、不 確 かな情 報 の発 信 は、避 難 、復 興 の妨 げにもなりかねないため、

重 要 な問 題 となっています。 

インターネットでは、いったん SNS や掲 示 板 に書 き込 むと、その投 稿 や画 像 が急 速

に拡 散 され、拡 散 された投 稿 や画 像 は完 全 な削 除 が難 しいといった特 徴 があり、イン

ターネットによるトラブルの被 害 者 は将 来 にわたって長 く苦 しむことがあります。令 和

５年 度 に実 施 した市 民 意 識 調 査 において、特 に取 り組 むべき人 権 課 題 について聞 い

たところ、「インターネット上 でのいじめや誹 謗 中 傷 などの問 題 」との回 答 が５８．４％

と最 も高 くなっています。また、インターネットによる人 権 侵 害 に関 し、現 在 、どのよう

な問 題 が起 きていると思 うか聞 いたところ、「他 人 を誹 謗 中 傷 する表 現 が掲 載 される

こと」との回 答 が７８．８％と最 も高 くなっています。 

令 和 ６年 ５月 、情 報 流 通 プラットフォーム対 処 法 が公 布 され、大 規 模 プラットフォー

ム事 業 者 に対 し、削 除 申 請 への対 応 の迅 速 化 、削 除 等 に関 する運 用 状 況 の透 明 化

に関 する措 置 が義 務 付 けられ、投 稿 者 の情 報 開 示 がより簡 単 にできるようになりま

した。 

 

◆施 策 の方 向 性  

インターネットでつながった先 にあるのは、心 を持 った生 身 の人 間 であるということ

を心 がけることが大 切 であり、加 害 者 にも被 害 者 にもならないよう個 人 の名 誉 やプ

ライバシーに関 する正 しい理 解 を深 め、情 報 モラルやメディアリテラシーを一 人 ひとり

が身 につけていけるような人 権 教 育 ・啓 発 を行 います。また市 の広 報 紙 やホームペー

ジ、SNS、ラジオ等 のマスメディア媒 体 を有 効 に活 用 し、インターネットをめぐる人 権

侵 害 事 案 に対 する適 切 な対 応 について、地 方 法 務 局 や警 察 等 の相 談 窓 口 や相 談 機

関 の紹 介 等 の周 知 に努 めます。 
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具 体 的 には、青 少 年 を中 心 に深 刻 化 するインターネットによる人 権 侵 害 への取 り

組 みとして、学 校 現 場 において、相 手 の立 場 に立 てる想 像 力 を養 い、安 易 に性 的 な

画 像 を投 稿 することの危 険 性 等 、インターネットの正 しい使 い方 を適 切 に指 導 し、家

庭 への啓 発 にも努 めます。また、早 期 発 見 ・早 期 対 応 するために、積 極 的 に児 童 生 徒

の変 化 を捉 える体 制 づくりに努 め、早 い段 階 から関 わりをもち、積 極 的 に認 知 するよ

う努 めます。そして、家 庭 との連 携 を図 るとともに関 係 機 関 と協 力 して情 報 共 有 する

等 、協 力 体 制 を構 築 していくよう努 めます。 

また、一 般 のインターネット利 用 者 等 に対 しては、市 の広 報 紙 やホームページ、SNS

等 を活 用 し、インターネット上 の情 報 が正 しいものなのかを判 断 できる知 識 の向 上 が

図 られるよう、啓 発 活 動 を推 進 します。特 に、インターネット上 で起 きている人 権 問 題

であるため、インターネット利 用 者 に届 きやすい SNS での啓 発 を推 進 します。 

インターネット上 の誹 謗 中 傷 は取 り返 しのつかない重 大 な人 権 侵 害 につながる可

能 性 があります。インターネット上 に自 分 の名 誉 を毀 損 したり、プライバシーを侵 害 し

たりする情 報 が掲 載 されている等 の被 害 に遭 われた方 は、プロバイダ、サーバの管

理 ・運 営 者 などに対 し、発 信 者 の情 報 の開 示 を請 求 したり、人 権 侵 害 情 報 の削 除 を

依 頼 することができることから、トラブルに巻 き込 まれたときに一 人 で悩 み、不 安 を

抱 えないよう、事 前 に相 談 窓 口 や対 処 の方 法 が認 識 できる取 り組 みを充 実 させてい

きます。 

誹 謗 中 傷 などの内 容 が侮 辱 罪 や名 誉 棄 損 罪 にあたることもあるので、人 権 侵 害 を

受 けた相 談 者 の方 には適 切 な対 応 に努 めるとともに、関 係 機 関 とさらなる連 携 を図

り、救 済 の支 援 も充 実 させていきます。 
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（１１）ハラスメント 

 

◆現 状 と課 題  

ハラスメントとは、人 に対 する「嫌 がらせ」や「いじめ」などの迷 惑 行 為 のことで、属

性 や人 格 に関 する言 動 などによって相 手 に不 快 感 や不 利 益 を与 え、個 人 の尊 厳 を不

当 に傷 つける、社 会 的 に許 されない行 為 です。 

ハラスメントという言 葉 が認 知 され久 しくなりますが、職 場 などを中 心 に、「パワー

ハラスメント」、「セクシュアルハラスメント」、「マタニティハラスメント」などをはじめ

様 々な種 類 のハラスメントが存 在 しています。また、近 年 では顧 客 からの著 しい迷 惑

行 為 が従 業 員 の心 身 の不 調 をもたらす「カスタマーハラスメント」の問 題 も発 生 して

います ( * 34)。令 和 ５年 度 の厚 生 労 働 省 の調 査 では、過 去 ３年 間 に各 ハラスメントの相

談 があった企 業 において、顧 客 からの著 しい迷 惑 行 為 があったと回 答 した企 業 が

86.8%と最 も高 い割 合 となっており、深 刻 な社 会 問 題 となっています。 

法 律 に基 づくハラスメントとして、労 働 施 策 総 合 推 進 法 において、職 場 におけるパ

ワーハラスメント対 策 が法 制 化 され、女 性 活 躍 推 進 法 、男 女 雇 用 機 会 均 等 法 、育 児 ・

介 護 休 業 法 などにおいて、セクハラやマタハラの防 止 対 策 も強 化 され、職 場 において

は、事 業 主 が雇 用 管 理 上 必 要 な措 置 を講 じるよう義 務 化 されたところです。 また、

カスハラについては顧 客 等 からの著 しい迷 惑 行 為 の防 止 対 策 として国 において対 策

マニュアルが策 定 されたところです。令 和 ５年 度 に実 施 した市 民 意 識 調 査 において、

過 去 ５年 間 に人 権 侵 害 を受 けたと感 じた経 験 について、どのようなことで人 権 が侵

害 されたか聞 いたところ、「ハラスメント（セクハラ、パワハラ、マタハラなど）を受 けた」

との回 答 が４０．６%と最 も高 くなっており、法 整 備 は進 んでいるものの、ハラスメント

は依 然 として社 会 問 題 として顕 在 化 しています。 

職 場 で働 く人 たちが、お互 いに人 権 を尊 重 しつつ、個 性 と能 力 を十 分 に発 揮 でき

る職 場 の環 境 づくりが求 められていますが、職 場 の上 司 など、権 限 を有 している立 場

からのハラスメント行 為 が後 を絶 たず、過 度 なハラスメントにより、重 大 な被 害 を受 け

ることがあるため、市 民 や企 業 に向 けて、人 権 に対 する意 識 の向 上 をより追 求 する必

要 があります。 

 

 

 

 

                                                                              用語解説 
(*34)以下「パワーハラスメント」「セクシャルハラスメント」「マタニティ―ハラスメント」「カスタマーハ

ラスメント」は「パワハラ」「セクハラ」「マタハラ」「カスハラ」と表します。 
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◆施 策 の方 向 性  

職 場 において、性 別 や立 場 等 の違 いによる不 当 な扱 いを受 けることなく、全 ての人 が

能 力 を十 分 に発 揮 できるよう、市 としてハラスメントを行 わない、させない取 り組 み

を推 進 します。 

具 体 的 には、毎 年 、経 営 者 や人 権 担 当 者 が参 加 する研 修 会 を国 ・県 と連 携 して開

催 し、企 業 からの個 別 の人 権 研 修 依 頼 に講 師 を派 遣 するなどして、どんな言 動 がハ

ラスメントに該 当 するのか、無 意 識 な思 い込 みによる言 動 がないか、ハラスメントを受

けるとどんな影 響 があるか等 の周 知 ・啓 発 を、企 業 へ継 続 的 に実 施 し、職 場 における

ハラスメントの予 防 を図 るとともに、人 権 尊 重 を基 盤 とする企 業 活 動 の推 進 を支 援

していきます。 
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（１２）様々な人権課題  

 

ア 災 害 に伴 う人 権 問 題  

 

平 成 ２３年 ３月 １１日 に発 生 した東 日 本 大 震 災 、平 成 ２８年 の熊 本 地 震 、令 和 ６年

には能 登 半 島 地 震 が発 生 するなど、我 が国 は世 界 で最 も多 くの災 害 が発 生 する状

態 にあり、その度 に甚 大 な被 害 をもたらしています。本 市 においても平 成 ３０年 ７月

豪 雨 により甚 大 な被 害 が起 きました。 

また、さらに今 後 、発 生 が予 想 される南 海 トラフ巨 大 地 震 など大 規 模 自 然 災 害 の

発 生 リスクも予 想 されています。 

こうした自 然 災 害 時 には、「要 配 慮 者 」とされる高 齢 者 、障 害 のある人 、妊 産 婦 、こ

ども、外 国 人 市 民 などへの配 慮 を忘 れてはなりません。また、性 的 マイノリティである

LGBTQ の方 などへの配 慮 も必 要 です。こうした人 々は、災 害 発 生 時 の避 難 や発 生

後 の避 難 生 活 において、より多 くの困 難 を抱 えるため、特 別 な援 助 ・配 慮 が必 要 にな

ります。長 期 にわたる避 難 生 活 では、被 災 によるストレスが原 因 で、いやがらせ、いじ

めなど、様 々な人 権 侵 害 が起 きる可 能 性 が高 まります。こうしたことを防 ぐため、避

難 所 での女 性 を含 む様 々な方 の避 難 所 運 営 への参 画 を推 進 するとともに、女 性 班 や

要 配 慮 者 班 などの活 動 班 を設 置 し、避 難 所 で誰 もが等 しく良 好 な生 活 環 境 を確 保

できるよう配 慮 した避 難 所 運 営 を行 う必 要 があります。 

 

イ 刑 を終 えて出 所 した人  

 

刑 を終 えて出 所 した人 や、その家 族 に対 する偏 見 や差 別 意 識 は根 強 く、世 間 の厳

しい目 による社 会 からの疎 外 は、出 所 者 の社 会 復 帰 を阻 む要 因 の一 つになっている

と考 えられます。 

刑 を終 えて出 所 した人 が、再 び社 会 の一 員 として円 滑 な生 活 を営 むためには、本

人 の強 い更 生 意 欲 とともに生 活 を共 にする家 族 をはじめ、これを支 える親 族 、職 場 、

地 域 社 会 など周 囲 の人 々の理 解 と協 力 による仕 事 や住 居 の確 保 等 が必 要 です。 

このため、刑 を終 えて出 所 した人 に対 する偏 見 や差 別 意 識 をなくし、地 域 社 会 への

復 帰 を推 進 するよう、国 や関 係 機 関 と連 携 して、「社 会 を明 るくする運 動 ( * 35)」等 の

啓 発 活 動 に取 り組 みます。 

                                                                              用語解説 
(*35)すべての国民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深め、それぞれ

の立場において力を合わせ、犯罪や非行のない安全・安心な地域社会を築いていこうとする全

国的な運動です。本市では、保護司や更生保護女性会などの民間団体や警察と連携し、街頭啓

発パレードや刑務所作品展、作文コンテストなどを実施しています。 
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ウ ホームレス 

 

失 業 や破 産 、家 族 との不 和 など様 々な理 由 により、定 まった住 居 を持 たずに路 上

生 活 等 を余 儀 なくされているホームレスのなかには、病 気 や障 害 等 により医 療 や福

祉 等 の支 援 を必 要 としている人 がいます。また、地 域 社 会 とのあつれきが生 じたり、

いやがらせや暴 行 を受 けるなどの人 権 侵 害 の問 題 も発 生 しています。 

本 市 においては、「生 活 困 窮 者 自 立 支 援 法 」に基 づき、ホームレスを含 む住 居 を失

った生 活 困 窮 者 に対 し、一 定 期 間 宿 泊 場 所 や衣 食 の供 与 等 を行 う一 時 生 活 支 援 事

業 を実 施 しています。 

ホームレス状 態 には様 々な個 別 的 要 因 があり、それぞれの現 状 に応 じた支 援 をす

るとともに、偏 見 や差 別 意 識 の解 消 に向 けた啓 発 等 を推 進 する必 要 があります。 

 

エ 北 朝 鮮 当 局 による拉 致 被 害 者 等 に関 する問 題  

 

北 朝 鮮 による拉 致 は犯 罪 行 為 であり、国 家 による許 されない人 権 侵 害 であること

から、国 においても平 成 １８年 に、国 民 の意 識 を深 めるとともに、国 際 社 会 と連 携 し

ていくことを目 的 として、「拉 致 問 題 その他 北 朝 鮮 当 局 による人 権 侵 害 問 題 への対

処 に関 する法 律 」を制 定 しています。 

被 害 者 家 族 の高 齢 化 が進 み一 刻 の猶 予 もない状 況 ですが、未 だ帰 国 は実 現 して

いません。時 間 が経 つにつれ市 民 の関 心 が低 くなり、拉 致 問 題 が風 化 してしまう恐 れ

も懸 念 されるところです。 

拉 致 問 題 は国 家 間 の問 題 ですが、「北 朝 鮮 人 権 侵 害 対 処 法 」に規 定 する地 方 公 共

団 体 の責 務 を踏 まえ、拉 致 問 題 解 決 のため、国 、県 と連 携 を図 るとともに、「北 朝 鮮

人 権 侵 害 問 題 啓 発 週 間 」などの機 会 を捉 え、広 く市 民 啓 発 に努 め、早 期 解 決 に繋 が

るよう今 後 も解 決 に向 け取 り組 んでいきます。 

 

オ 個 人 情 報 の保 護  

 

個 人 情 報 については企 業 や自 治 体 からの個 人 情 報 の流 出 から詐 欺 被 害 につなが

るなど、個 人 情 報 の漏 洩 が社 会 問 題 化 しています。そのため、「個 人 情 報 保 護 法 」に

より、国 や地 方 公 共 団 体 の責 務 、個 人 情 報 取 扱 事 業 者 が個 人 情 報 を取 得 したり利

用 したりするに当 たっての義 務 、個 人 情 報 の漏 えい等 の不 適 正 な取 扱 いを行 った場

合 の罰 則 等 が定 められています。また、マイナンバーカードの普 及 により、個 人 の情 報
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が一 元 化 され、個 人 情 報 への意 識 が高 まっていることから、個 人 情 報 保 護 の意 識 向

上 を図 る必 要 があり、本 市 では、高 度 情 報 通 信 社 会 の進 展 に伴 う個 人 情 報 流 出 や

漏 洩 等 を防 止 する目 的 で、令 和 ５年 ３月 に岡 山 市 個 人 情 報 保 護 法 施 行 条 例 を施 行

し、職 員 の個 人 情 報 の適 正 な取 扱 いの確 保 に努 めています。 

 

カ その他 の人 権 課 題  

 

その他 にも、アイヌの人 々に対 する差 別 や偏 見 、個 人 のプライバシーが侵 害 される

問 題 、また、社 会 生 活 上 で多 大 な不 利 益 を被 る無 戸 籍 者 の問 題 など、様 々な課 題 が

存 在 していますが、すべての人 の人 権 を尊 重 するという視 点 に立 ち、正 しい知 識 と理

解 を深 めることが大 切 です。 
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第５章 推進体制  

 

１ 庁内の推進体制  

 

本 市 の人 権 施 策 を総 合 的 かつ効 果 的 に推 進 するためには、人 権 施 策 に係 る各 局

区 室 間 の調 整 ・協 力 が不 可 欠 であるとともに、人 権 教 育 や各 種 啓 発 等 を総 合 的 に検

討 する必 要 があることから、庁 内 の横 断 的 組 織 として「岡 山 市 人 権 施 策 推 進 本 部 」

を設 置 しています。 

 「岡 山 市 人 権 施 策 推 進 本 部 」を活 用 して、計 画 （Ｐｌａｎ）－「実 行 」（Ｄo）－「評 価 」（Ｃ

ｈｅｃｋ）－「見 直 し」（Ａｃｔ）を繰 り返 す「ＰＤＣＡサイクル」により、本 基 本 計 画 を効 果 的

に推 進 します。 

 

２ 関係機関、関係団体等との連携  

 

人 権 が尊 重 された共 生 社 会 を実 現 するためには、市 の施 策 だけではなく様 々な主

体 が人 権 施 策 に参 画 し、連 携 して取 り組 む必 要 があります。 

本 市 では、岡 山 地 方 法 務 局 、岡 山 人 権 擁 護 委 員 協 議 会 、岡 山 県 、岡 山 県 人 権 啓

発 活 動 ネットワーク協 議 会 ( * 36)及 び岡 山 県 都 市 人 権 推 進 事 業 連 絡 協 議 会 ( * 37)と連

携 し、情 報 の共 有 化 を図 り、効 率 的 、効 果 的 な啓 発 活 動 の実 施 に努 めます。 

また現 在 では、人 権 課 題 は複 雑 化 ・多 様 化 し、人 権 尊 重 の理 念 の普 及 や人 権 課 題

の解 決 には、様 々な主 体 による多 岐 にわたる支 援 や啓 発 活 動 が求 められているため、

人 権 課 題 の解 決 を目 指 すＮＰＯや民 間 運 動 団 体 、当 事 者 団 体 等 と協 働 し、人 権 課 題

の把 握 、講 演 会 や研 修 会 での講 師 依 頼 、人 権 啓 発 活 動 の支 援 を進 めます。 

 

 

 

 

 

                                                                              用語解説 
(*36)県内における各種人権啓発活動を総合的かつ効果的に推進することを目的に、岡山地方法務

局、岡山県人権擁護委員連合会、岡山県、社会福祉法人岡山県社会福祉協議会及び本市で構

成される組織。 
(*37)人権推進事業を迅速かつ計画的に推進するため、相互協議し関連事業の推進を図ることを目

的に、岡山県内の 15 市で構成される組織。 


